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［2］　共同利用研究
　当センターは地球環境に関するリモートセンシング技術の基礎と応用研究を中心に、平成７年 (1995）
に全国共同利用研究施設として発足以来、広く全国の研究者と共同研究を推進している。2010 年からこ
れまでの６つのプロジェクト制を４つのプログラム（先端的リモートセンシングプログラム、情報統合プ
ログラム、衛星利用高度化プログラムなど）に再編して推進することになった。共同利用研究もこれに応
じてプログラム制を取る事にした最初の年度であった。プロジェクト制からプログラム制への転換にも関
わらず、これまでと同様に活発な共同利用研究が実施された。
2.1.  共同利用研究概要
番号新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 所　　属 対応教員 予算(千円)
１ 継続 インドネシアにおける衛星データを使用した珊瑚礁マッピングの研究 大澤　高浩
ウダヤナ大学海洋リモー
トセンシング研究セン
ター
西尾　文彦 144
２ 継続 衛星マイクロ波放射計による薄い海氷の検出と北極海薄氷域拡大の要因の研究 中山　雅茂
北翔大学生涯学習システ
ム学部 西尾　文彦 185
３ 継続 SARデータを用いた海氷物理量推定の高精度化に関する研究 若林　裕之 日本大学工学部 西尾　文彦 195
４ 新規 ALOS AVNIR-2 データを用いたダーリング川沿い湿地のフェノロジー分析
PERERA 
Liyanage 
Kithsiri
Faculty of Engineering 
and Surveying,University 
of Sothern Queensland
建石隆太郎 212
５ 新規 インドネシアにおける海洋・降雨時間変動の実態把握と要因解析 田中　　佐
山口大学大学院理工学研
究科 西尾　文彦 212
６ 新規
DMSP/OLSで観測された夜間光データを
用いたエネルギー消費の推定に関する研
究－DMSP/OLSセンサの空間分解能と夜
間光との関係について－
原　　政直 ㈱ビジョンテック 西尾　文彦 408
７ 継続 新植生指標NHVIを用いた葉面積指数の空間分布の推定 松山　　洋
首都大学東京都市環境学
研究科
本多嘉明・
梶原康司 268
８ 継続 多方向観測による植生の構造抽出インデックスの開発 村松加奈子
奈良女子大学　共生科学
研究センター
本多嘉明・
梶原康司　 200
９ 継続 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究 青梨　和正
気象庁気象研究所予報研
究部第２研究室 高村　民雄 ０
10 継続 分光反射率ライブラリによる地表反射率マップの精度向上 朝隈　康司
東京農業大学 生物産業学
部 アクアバイオ学科 久世　宏明 85
11 継続 火山噴煙と黄砂エアロゾルの映像観測・解析とデータベース構築 木下　紀正
鹿児島大学教育学部教育
実践総合センター 久世　宏明 73
12 新規 静止衛星方のUV-Vis-IR観測による対流圏オゾンリトリーバル手法の研究 北　　和之 茨城大学理学部 齋藤　尚子 40
13 新規 可搬型ライダーによる水平及び斜め方向観測とそのデータ解析 椎名　達雄
千葉大学大学院融合科学
研究科 久世　宏明 100
14 新規 ミリ波レーダと衛星及び地上観測による雲物理量解析と広域放射収支評価 鷹野　敏明
千葉大学大学院工学研究
科 高村　民雄 100
15 新規 衛星計測データを利用した森林におけるメタン（CH4）発生量の実態把握 朴　　鍾杰 東京情報大学 久世・齋藤 132
16 新規 白色光レーザーを用いた温室効果ガスの計測法の開発 染川　智弘
財団法人　レーザー技術
総合研究所 久世　宏明 135
17 継続 GISとリモートセンシングを利用した関東地方における景観変遷の空間解析 原　慶太朗 東京情報大学 近藤　昭彦 122
18 継続 山梨県における空間情報を利用した農業地域モニターの試み 尾籐　章雄 山梨大学教育人間科学部 近藤　昭彦 500
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番号新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 所　　属 対応教員 予算(千円)
19 継続
キセノン光源を利用したDOAS法による
火山ガス計測と火山噴出物表層部の実態
把握
由井　四海 富山商船高等専門学校電子制御工学科 久世　宏明 155
20 新規 リモートセンシングデータを活用したミツバチの生息・生育空間の分析 岡田　信行 オルト都市環境研究所 近藤　昭彦 132
21 新規 針葉樹の花粉飛散量とNDVIとの関係 小津　慎吾 ㈱ウェザーニューズ 本郷　千春 208
22 新規 衛星リモートセンシングを利用した畑地土壌炭素蓄積量の推定 丹羽　勝久 ㈱ズコーシャ 本郷　千春 476
23 新規 衛星リモートセンシングを用いた自然災害（Geohazard）の監視と予測 服部　克巳
千葉大学大学院理学研究
科 近藤　昭彦 470
24 新規 チタルム流域における農業用水渇水リスクの評価 吉田　貢士 茨城大学 本郷　千春 260
25 継続 CP-SARエリア確定カメラ簡易校正方法とデータ通信方法の開発研究 大前　宏和 ㈱センテンシア ヨサファット 265
26 継続 合成開口レーダ搭載マイクロ衛星用FPGAの開発 難波　一輝
千葉大学大学院融合科学
研究科 ヨサファット 250
27 継続 黄砂の発生に対する気候変動の影響 甲斐　憲次 名古屋大学大学院環境学研究科 常松　展充 ０
28 継続 衛星観測データとWRFモデルを用いた局地気象・局地気候に関する研究 日下　博幸
筑波大学計算科学研究セ
ンター 常松　展充 ０
29 新規 黄砂現象の長期変動に関する衛星気候学的研究 山川　修治
日本大学文理学部地球シ
ステム科学科 近藤・常松 154
30 継続 路面積雪の圧雪過程におけるマイクロ波散乱機構の研究 阿部　　修
（独）防災科学技術研究所
雪氷防災研究センター 長　　康平 ０
31 継続 合成開口レーダ用の電磁波散乱の非拡散型移流計算による数値シュミレーション 大須賀敏明
千葉大学フロンティアメ
ディカル工学センター ヨサファット 100
32 継続 静止衛星データの全球合成技術の開発 大野　智生
気 象 庁・ 気 象 衛 星 セ ン
ターデータベース処理シ
ステム管理課
高村　民雄 62
33 継続 首都圏震災時の倒壊・火災人命危険度モデルの汎用化と再開発優先地域の抽出 金子大二郎 ㈱遥感環境モニター ヨサファット 80
34 継続 ALOS PALSARによる南極のInSARマッピング 木村　　宏
岐阜大学工学電気電子工
学科 西尾　文彦 139
35 継続
合成開口レーダ・錯乱計及びメソ気象モ
デルを用いた洋上風力資源評価方法の開
発
香西　克俊 神戸大学海事科学研究科 久世・高村 42
36 新規 超小型衛星搭載用アンテナの研究開発 永島　　隆 ㈱アクセルスペース ヨサファット 50
37 新規 SKYNETデータを用いた大気特性量の検証 久慈　　誠 奈良女子大学理学部 高村　民雄 45
38 新規 衛星と地上レーダーを用いた対流雲発生の観測的研究 小林　文明 防衛大学校地球海洋学科 高村　民雄 50
39 新規 地表面放射収支解明のための大気放射量の推定 菅原　広史 防衛大学 高村　民雄 100
40 新規 静止気象衛星データを利用した、インド洋における雲活動の研究 高橋　　洋 首都大学東京大学院 樋口　篤志 74
41 新規
低緯度地域における都市ヒートアイラン
ド現象に関する解明研究－インドネシア・
ジャカルタ特別市を事例研究として－
白　　迎玖 東北公益文科大学公益学部 近藤　昭彦 173
42 新規 桜 島（鹿 児 島 ） の 火 山 活 動 に お け るInSAR画像の解析 湯地　敏史 宮崎大学教育文化学部 ヨサファット 293
43 継続 中国新疆ウィグルの環境変動に関する研究 石山　　隆
環境リモートセンシング
研究センター 西尾　文彦 293
44 新規 Rapid scanと地上計測を組み合わせた雲の３次元観測に関する研究 高村　民雄
環境リモートセンシング
研究センター 高村　民雄 120
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2.2.  共同利用プロジェクト研究の詳細
2.2.1.  第 1 プロジェクト共同利用研究の詳細
課題番号 P2010-1
研究課題 CP-SAR エリア確定カメラ簡易校正方法とデータ通信方式の開発研究
研究者（所属） 大前宏和（㈱センテンシア）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Abstract）
　CP-SAR Area-Conﬁrmation Camera （ACC） has been developed as onboard camera for deciding the 
observation area of CP-SAR on small satellite（SS）. In this year, we also studied speciﬁcations for 
observation camera （ObsCam） for earth observation, and measured the transmissivity of Band-Pass-
Filters （BPF） for the ObsCam. We listed and checked the communication methods for Unmanned Air 
Vehicle （UAV） as pre-stage of SS.
　We fabricated the low-cost BPF and measured transmissivity of these low-cost BPF in visible light 
region. Results are as follows: cut-off characteristics were worse than ASTER sensor.  Measured 
values of the average transmissivity were sufﬁcient for system SN.
　We will study the accuracy of physical quantities with applying these BPF properties to the current 
satellite images. This study will be carried over to subsequent years. 
At the workshop, it was pointed out the problem of using public facilities in the commu-nication 
system of mobile phones （3G, wireless LAN）, we could extract a meaningful subject. We would like to 
thank for useful discussion.
（概要）
　小型衛星に搭載する CP-SAR 用の観測エリア確定カメラの検討を行って来たが、本年度は観測用カメ
ラの仕様検討と波長フィルターの製作、透過特性測定を行うとともに、無人機（UAV）搭載を念頭に置い
た通信方式の検討を行った。観測用カメラの簡易校正方式の検討は、白板の入手に留まり、次年度以降と
した。今年度は、安価にフィルターを製作することを検討し（ASTER センサに相当する干渉フィルター
を当初検討したが、１枚のフィルターでも予算規模の約９倍となり断念した）、当初の仕様に対してどの
程度達成できるかを見極めた。フィルターの透過特性試験を行い、評価した。その結果、立ち上がり特性
は ASTER フィルターには及ばないものの透過率は充分な SN を得られる値である事が判った。衛星画像
から求められる物理量がこの特性値を用いた場合、現状の精度がどのようになるかは課題として次年度以
降に実施したい。また通信方式に関して、研究発表会の議論で携帯電話（３G、無線 LAN）などの公共受
信施設を使う場合の問題点を指摘して頂き、有意義な課題が抽出できた。感謝申し上げます。
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課題番号 P2010-1
研究課題 合成開口レーダ搭載マイクロ衛星用 FPGA の開発
研究者（所属） 難波一輝（千葉大学大学院融合科学研究科）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Abstract）
　Signal processing for unmanned aerial vehicle （UAV） with circularly-polarized synthetic aperture 
radar （CP-SAR） uses high-speed FFT computation for large amounts of data. So, it is strongly 
required that signal processing system for CP-SAR is constructed on ﬁeld programmable gate arrays 
（FPGAs） providing high-speed parallel processing and not traditional digital signal processers 
（DSPs）. In this year, we designed a system, in which data FPGAs calculated are transferred to and 
stored in on-board SSD drive through a compact PC. An analysis was provided, which indicates the 
proposed system has a capability enough to be used in SAR signal processing system on UAV from 
several viewpoints such as its operation time. In addition, the proposed system was experimentally 
implemented on the FPGA boards and the compact PC which will be actually used on a UAV.
（概要）
　円偏波合成開口レーダ （CP-SAR） 搭載無人航空機において行われる Synthetic Aperture Rader （SAR） 
信号処理においては大量のデータに対し、高速に FFT 等の演算を行うことが求められている。そのため 
SAR 信号処理システム構成環境として、従来の Digital Signal Processer （DSP） から並列度の高い Field 
Programmable Gate Array （FPGA） への移行が強く求められている。本年度の研究では、航空機上で処理
したデータを FPGA から機内に搭載した小型 PC を経由し SSD に転送、記憶するシステムを設計した。
本システムの性能を理論的に解析し、速度面等の観点から航空機上での SAR 信号処理での仕様に十分な
性能を有することを示した。同時に、実装実験を行い、動作を確認した。
課題番号 P2010-1（一般研究）
研究課題 合成開口レーダ用の電磁波散乱の非拡散型移流計算による数値シュミレーショ
ン
研究者（所属） 大須賀敏明（千葉大学フロンティアメディカル工学センター）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Abstract）
　In order to investigate ground surface conditions using radar, precise numerical simulation 
of the electromagnetic waves reflecting from the ground surface. Since Maxwell’s equations are 
convective equations, accurate numerical schemes for convective equations are required. On account 
of numerical dissipation arising from the numerical simulation of convective equations, conditions 
of the surface ground can not be distinguished from electromagnetic waves reflecting from the 
ground surface. The cubic interpolation scheme was found to be effective for analyzing reflecting 
electromagnetic waves. Although oblique reﬂections are affected by the numerical dissipations, the 
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cubic interporation schme accurately distinguished the electromagnetic wave reflecting from the 
rugged ground surface having scale length similar to the electromagnetic wave length from that 
reﬂecting from the ﬂat ground surface The cubic interperation scheme required smaller grid numbers 
than ordinary numerical schemes using higher order polynomial interporations.
（概要）
　レーダーで地表の状態を判別する場合は、地表面からの反射波の特性を精密に解析する必要がある。マッ
クスウェル方程式は移流方程式なので、反射波の解析には、移流方程式の精密な数値解が必要となる。一
般の移流方程式の数値解法は、数値散逸を伴うため、反射波を遠方で観測すると、地表面の凹凸の情報が
判別できなくなってしまう。３次の補間法によって、平面で反射する場合と、レーザーの波長と同じ程度
の凹凸がある地表面を凹凸がない地表面との差を認識することができた。斜めに反射する電磁波は数値散
逸の影響を受けやすいが、三次の補間法によって、再現することができた。３次の補間法は他の高次多項
式を用いる補間法より少ないグリッド数で、良好な結果を得ることができた。
課題番号 P2010-1（一般研究）
研究課題 首都圏震災時の倒壊・火災人命危険度モデルの汎用化と再開発優先地域の抽出
研究者（所属） 金子大二郎（㈱遥感環境モニター）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Abstract）
　Various research and measures against earthquakes in metropolitan areas have been undertaken 
against direct-hit type of earthquakes, as in Kanto, Tokai-oki, and Tounankai plate-sliding. 
Destruction and fires following earthquakes nevertheless remain matters of concern. The Tokyo 
Metropolitan government speciﬁes areas of severe danger, but still assumes the loss of many human 
lives and huge economic damage. This study defines a model for life-risk potential and presents 
solutions by identifying signiﬁcant districts of risk using GIS and satellite remote sensing, and by 
redeveloping those areas or building super quakeproof bridges for urgent refuge and evacuation 
bridges for pedestrian exclusive use. 
（概要）
１．目的
　首都圏の震災について、これまでに多くの研究と対策が実施されて来た。東海・東南海地震が迫ると共
に首都圏の直下型地震が予想され、多くの対策が重点的に進められてきている。本研究は、市民による自
主的な耐震改修ばかりでなく、国の主導による密集地域の再開発によって根本的な解決を図ることを目的
としている。震災人命危険度をモデル化し、定量的に危険地域を判定した。しかし、地域によっては代替
用地の不足により再開発も年数を要し、次の震災に間に合わない恐れがある。この危険地域の再開発によ
る衛星都心化の地区選定と共に、火災による人命危険度と避難の交通要衝の視点から、落橋による避難経
路上のボトルネックとなり得る橋梁を選定し、これらの橋梁について、スーパー耐震橋梁化を提案した。
さらに、避難時の群集事故が発生することを想定し、避難用の公園型歩行専用橋の整備案を提案し候補地
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を選定した。 
２．人命危険度の定義とモデル 
　大都市での巨大震災の例が稀であるため、危険度のモデルの
設計概念は、関東大震災や阪神大震災に基礎情報が限られる。
そのため、モデリングに有効な数値データが十分でない。従っ
て、検証の困難なモデルの係数や定数を努めて削減し、震災人
命危険度を次式で定義した。 
 　　　（１）
　ここに、Risk ：震災人命危険度、Dhp ：人口密度（人 /km2、
町丁目単位）、WHr ：木造率（%）、区単位、Dp０ ：基準人口密
度 =4000 （人 /km2）、Dist ：避難場所までの距離（km）、D ０ 
：基準危険距離（1.5km）、AGr ：高齢化率（%） 
火災避難危険度の定義を以下のように考察した。人命被害は人
口密度に比例する。倒壊・火災の要因となる木造率、避難緑地
までの距離、死亡する確率の高い高齢者の割合を意味する老齢
化率を選定した。火災避難人命危険度は、この避難緑地までの
距離のべき乗（２乗と仮定）に比例すると考えられる。震災人
命危険度の無次元化のために、避難時に危険となる標準的な指
定された距離で割っている。 
３．避難危険度と再開発地域の選定 
　前述の危険な重点整備地域である三地区の丁番号ごとに、震
災人命危険度を計算した。三地区の危険度を含む首都圏の全域
を ArcGIS によって図 - １に示した。それら地域の中で震災人
命危険度の特に大きい再開発すべき地域を表に抽出した。最も
人命の危険な地域は大田区であり、他の地区と比較し突出して
いる。その危険となった原因は、重点地域はいずれも人口密度
や木造化率が高く、住宅の密集化が進んで同等な条件の中で、
広域避難緑地までの距離が遠いことであった。特に大田区の重
点整備地域について再開発を優先する必要がある。 
４．避難経路とスーパー耐震橋梁スーパー 
　これまでに橋梁の耐震化は、国土交通省や自治体が広く進め
ている。しかし、橋を取り巻く市街からの避難を考慮した都市
計画の視点から、スーパー級の強力な耐震橋梁が必要である。
大田区については、図 - ３に示すような避難路とスーパー耐震
橋梁の候補となる。耐震橋梁や歩行者専用橋については、以下
図－ 1　三地区の震災人命危険
荒川区の密集市街の用地候補（JR 貨物線南
千住操車場）と民間再開発
スーパー耐震橋梁の候補（多摩川六郷橋）
図－３　大田区の避難路と
　　　　スーパー耐震橋梁
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のような設計概念が必要であると考えている。 
　１）　橋梁全体として冗長性を持たせて、落橋しない＝機能性を確保する構造とする。例えば、一つの
橋脚が倒壊しても、或いは支承部が破壊した場合であっても、スライドするのみで、落橋に耐える構造と
する。 
　２）　場所によっては、群集事故（転倒、圧死、墜落死、溺死）を回避するために、浅草にある桜橋の
ような歩道専用橋を機能拡大し、網目構造か或いは幅広の歩行者避難専用橋とする。一つの橋脚やルート
が折損しても、ウェブ網のように他のルートや機能している橋の部分を歩くことによって、川を渡れる構
造形式である。 
５．おわりに 
　本研究では、東京における震災時の人命被害を軽減するために、対策を急ぐべき危険地域を定量的に抽
出した。その方法として、再開発を急ぐべき具体的地区名を抽出するための危険度のモデルを提案し、東
京都の重要な三地域について定量化した。これらの結果は、東京都と地域住民の認識によって、防災街区
の指定と再開発に活かすことができる。 
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課題番号 P2010-1（一般研究）
研究課題 超小型衛星搭載用アンテナの研究開発
研究者（所属） 永島　隆（㈱アクセルスペース）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Abstract）
　Small satellite is a new promising tool for space applications, both scientiﬁc and application ﬁelds.
Securing data communication system is very important in limited resources in small satellite. The 
optimized antenna design could not fullﬁll the small satellite as CubeSat, therefore full data tranfer 
could not realize in the mission. In this research, we held modelling and simulating the integrated 
antenna and satellite body. We tried to explore the short way to simulate the satisﬁed antenna for 
small satellite mission. We simulated the WNI-Sat’s antenna. The simulation results compared to 
antenna pattern of Engineering Model and found a good agreement. The antenna measurement did 
in anechoic chamber of Center for Environmental Remote Sensing.
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（概要）
　国内外において、超小型衛星が科学・実利用の両面において新たな宇宙利用のツールとして注目されて
いる。リソースの限られた超小型衛星ではいかにデータ通信回線を確保するかが重要であるが、従来の
CubeSat 等の超小型衛星では、構造面の制約からアンテナ設計の最適化が不十分で、運用時にデータ欠損
を生じることもしばしばであった。本研究では、アンテナと衛星本体の構造を一括してモデル化・シミュ
レーションして、ミッションによって異なる衛星形状に適したアンテナを短期間に設計開発する手法の研
究を行った。2010 年度打上げ予定の WNI-Sat のアンテナ設計開発を題材として、モデル化・シミュレー
ション手法を研究した。シミュレーション結果を実際のエンジニアリングモデルでのアンテナパターンと
比較し、モデル化の妥当性を検証した。本研究では千葉大学環境リモートセンシング研究センターと協力
して、アンテナの設計試作、電波無響室内の測定などを行った。
課題番号 P2010-1（一般研究）
研究課題 桜島（鹿児島）の火山活動における InSAR 画像の解析
研究者（所属） 湯地敏史（宮崎大学教育文化学部）
担当教員 J.T. スリ　スマンティヨ
（Abstract）
　In Southern Kyushu is an area with frequent volcanic action. Especially, Mt. Sakurajima explodes 
more than 100 times yearly. The land form of Japan has been varied largely due to a great number of 
volcanic actions in the past. Since the large explosion of the Mt. Sakurajima in 1914, there has been 
no violent explosion. However, volcanic activity is increasing recently at Mt. Shinmoedake, which 
is one of the Kirishima volcanic zones. The purpose of this research is to observe the change of the 
landscape at the volcanic activity area using satellite photographs and predict the further volcanic 
action of Mt. Sakurajima and to study the extent of the volcanic action in the future.
（概要）
　本研究は、現在火山活動が活発化している南九州の大型火山である鹿児島県の桜島において、長期の火
山活動により、桜島周辺の鹿児島県の地形及び火山活動状況について InSAR データを用いて、コンピュー
タにより画像解析することで、過去と現在の環境や火山活動変化を調査することを主な目的としている。
これらの研究成果から、火山活動の将来の活動予測の１つの指標を見出すことを主な成果として本研究を
進めるに当たり自負している。
課題番号 P2010-1
研究課題 分光反射率ライブラリによる地表反射率マップの精度向上
研究者（所属） 朝隈康司（東京農業大学 生物産業学部 アクアバイオ学科）
担当教員 久世宏明
（Abstract）
　For improvement the accuracy of the ground cover classiﬁcation method with the ASTER spectral 
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library for MODIS imagery, a difference between the spectrum of vegetation member in the ASTER 
spectral library and the spectrum of pixel from MODIS imagery. The cause of the classiﬁcation error 
was originate in reflectance of the short wavelength infrared band rather than reflectance in red 
and near infrared band attributed characteristic of vegetation. For a solution of this error, new local 
members Komugi （Wheat）, Beet and Abashiri Soil and each mixel refrectance sampled statistically 
from MODIS images were made an addition to our spectral library. As a result of comparison with 
MODIS true color image and images classiﬁed two method s, the visible image obtained by the new 
classiﬁcation method with the member from sampled pixel in MODIS imagery was similar than the 
member generated with only ASTER spectral library.
（概要）
１．はじめに
　衛星データを用いて放射収支の評価をおこなうためには、大気分子だけではなくエアロゾルの影響も無
視できない。エアロゾルを評価するためのパラメータは光学的厚さ（AOT; Aerosol optical thickness）が
利用されているが、衛星データからこれを求めるためには、地表面アルベドを仮定する必要がある。海洋
の場合は海域によるアルベドの相違はそれほど大きくないが、陸上の場合は様々な被覆が存在し、さらに
季節による変化も大きくいため、放射収支の見積に対する影響も無視できない。このため、これまでに衛
星データの１つのパスから地上アルベドを求めるアルゴリズムを開発してきた。このアルゴリズムは衛星
から観測されるスペクトルを、ASTER や USGS が提供する分光反射率ライブラリに割り当てる手法であ
るが、ミクセル等の問題により誤分類が生じやすいという欠点があった。本研究は、とくに誤分類の大き
かった植生域を対象にその精度向上を検討したものである。対象地域は昨年同様に、土地被覆が検証しや
すい東京農業大学生物産業学部の位置する網走周辺とした。
２．これまでの分類傾向、問題点
　共同研究では分光反射率ライブラリとして ASTER ライブラリを用いている。ASTER ライブラリ中に
は植生が、conifer, deciduous, grass, dry grass の４種である。一方、ミクセルを含む USGS の Digital 
Spectral Library 06 は 201 種と数が多いが、チャンネルの少ない衛星データから分類するには各々の差
は反映されず不向きであった。このため、昨年までは ASTER ライブラリの４種と土壌など他のスペクト
ルとのミクセルを合成することによりライブラリを拡充し、2001 年から 2009 年までの TERRA/MODIS
画像を分類した。その結果、ASTER ライブラリには、日本に存在しない mollisol や andisol が含まれて
いるが、これらに分類される場合が多かった。また、網走地域は畑作地が多いため、grass と 土壌のミク
セルに分類されることを期待したが conifer と 土壌の混合に分類される場合が多かった（平成 21 年度報
告書参照）。この原因としては、植生は可視・近赤外域に特徴をもつが、植生と土壌の混合ミクセルは、
近赤外域および短波長赤外の反射率が過大に評価されてしまうことに起因していると考えられる。図１は
コムギに近いと思われる dry grass のスペクトル、図中の青線は、MODIS で得られたコムギ畑のスペクト
ルを示す。図２は mollisol　のスペクトル、青線は図１と隣接するコムギ畑のスペクトルである。図２の
ように近赤外と短波長赤外域の僅かな値の変動によって異なるメンバへの分類が頻出することがわかっ
た。
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３．分光反射率ライブラリの改良
　これまで ASTER ライブラリを正としてこのメンバだけに分類してきたが、２節のような誤分類を避
けるため、誤分類をおこしやすい mollisol を削除し、MODIS データより作成したメンバを加えたライブ
ラリと比較をおこなった。ピクセルのサンプリング方法は、これまでの手法で誤分類の多かった畑作地
域を対象に、場所が特定できるコムギおよびビート圃場および、収穫後の網走の土壌の３種類に対して、
2010 年の画像から無作為に 30 画素をサンプリングした。図３に MODIS 画像よりサンプリングされた、
コムギ（wheat）、ビート（beet）および収穫後の土壌（soil）のスペクトルを示す。図４に比較のため、
ASTER ライブラリ中の grass と andisol BL（黒ぼく土） のスペクトルを示す。図３中のコムギ、ビート
の反射率の平均値にそれほどの相違は見られなかったが、コムギは赤バンド（750 nm）の吸収が少なく
スペクトルの形状としては、図１に示した dry grass に似ている。各チャンネルの標準偏差を平均してみ
ると、コムギは 0.53 %、ビートは 1.78 % で、今回のサンプリングに関してはビートのばらつきが大きかっ
た。コムギ、ビートとも図４の ASTER ライブラリ中の grass と比較すると、とくに近赤外（860 nm）で
の反射率が小さかった。赤バンド（650 nm）の反射率も grass と比較して大きく、緑バンド（550 nm）
との差が小さかった。一方、土壌に関しては、ASTER ライブラリの andisol BL のスペクトルによく似て
いることがわかった。このコムギならびにビートの分光反射率と、andisol を含む ASTER ライブラリの
土壌を 10 % づつ合成したミクセルを加えてライブラリを再構築した。
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図１． Dry grass のスペクトル : 赤線が Drygrass, 青線は
MODIS で見たコムギ畑のスペクトル
図３． MODIS 画像から作成した、コムギ（Wheat）、ビート
（Beet）および網走土壌（Soil）のスペクトル 
図２． Mollisols のスペクトル : 赤線が Mollisol, 青線は
MODIS で見た別のコムギ畑のスペクトル
図４．ASTER ライブラリ中の Grass と Dark silty roam 
のスペクトル
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４．結果および考察
　図５に 2010 年６月 13 日の道東網走の MODIS True color 画像を示す。図６にこれまでの分類アルゴ
リズムによる図５と同日の分類結果を示す。図７に、３節で追加したライブラリによる同日の分類結果を
示す。図６ならびに図７は、分類結果のメンバの可視域を RGB に再割当てしたものである。これまで誤
分類の多かった、それぞれの図中に赤枠で示した畑作地域を見ると、図７が図６より図５に似ていること
がわかる。このメンバを調べると、３節で作成したコムギと ASTER ライブラリ中最も反射率の高い土壌
である aridisol（乾燥土壌）とのミクセルであり、andisol とのミクセルは無かった。aridisol も国内には
無いクラスであり、今後、この時期の畑作地域の反射率が高くなる原因を検証し、これを反映したライブ
ラリを構築する必要がある。また、図中の青で示された地域は、北見の市街地であるが andisol に分類さ
れ反射率が低く見積もられている。これは、市街地に対応するメンバが反射率のより低いアスファルトも
しくは遙かに高いコンクリートしか無いため、今後、市街地のメンバも検討していく必要がある。以上の
ことから、分類の精度は地域的な被覆に依存する部分が多く、今後これらの分光反射率をもつメンバを如
何に効率的に作成していくかが課題である。なお、今回エアロゾルを一様のものとし、大陸性の郊外型エ
アロゾルモデルにより大気補正を施した画像を用いたが、今後、エアロゾルとのミクセルを大気上端の反
射率として、大気補正を行っていない衛星画像から直接分類する方法を検討していく予定である。
課題番号 P2010-1
研究課題 火山噴煙と黄砂エアロゾルの映像観測・解析とデータベース構築
研究者（所属） 木下紀正（鹿児島大学教育学部教育実践総合センター）
担当教員 久世宏明
（Abstract）
　The ground observation and satellite analyses of volcanic clouds in southern Kyushu, Japan, and 
Asian dust events were performed. The results were arranged as digital archives and shown in the 
web-cites of Kagoshima University and Kumamoto University. A summary of them was presented at 
the INTAV Conf. Kirishima, May 2010, where the problem of volcanish ash hazard on aviation was 
discussed in relation to the crisis in Europe raised by the eruption of Iceland volcanoes in April 2010. 
Terra/ASTER images of volcanic clouds in southern Japan in these ten years were reported at the 
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ERI Meeting, Univ. Iokyo, Dec．2010.
 The gigantic magma eruptions of Kirishima-Shinmoedake on 26-27 Jan. 2011 were observed at 
50 km away from the volcano by NIR cameras. The first report was presented at 13th CEReS 
Symposium, and the later results were added in a web-site devoted to this volcano.
（概要）
　南九州における火山噴煙・黄砂の映像観測と衛星画像解析を進め、デジタルアーカイブとして整理し、
ウェブサイトの更新充実に努めた。2010 年４月のアイスランド噴火の火山灰煙による欧州航空網の混乱
に対し、航空安全対策について新聞に寄稿した。５月の霧島市における火山灰国際会議でもこの問題を議
論し、南九州における噴煙・黄砂の研究を報告した。Terra/ASTER による 10 年間の九州などの噴煙衛星
画像データを解析して 12 月の研究会で報告した。
　霧島火山群に対して近赤外望遠観測を続けていたところ、１月 26 日午後から 27 日にかけてマグマ噴
火の大規模な灰煙の記録が得られた。この前後の経過も含めた第１報を第 13 回 CEReS シンポジウムで
報告し、その後の成果をウェブで順次公開している。
課題番号 P2010-1
研究課題 可搬型ライダーによる水平及び斜め方向観測とそのデータ解析
研究者（所属） 椎名達雄（千葉大学大学院融合科学研究科）
担当教員 久世宏明
（Abstract）
　Low altitude atmosphere observation in horizontal and slant directions were investigated by 
a specially fabricated biaxial polarization lidar. The main purpose is the grasp and analyses of 
Long-term change and its spatial distribution of the low altitude atmosphere. The typical biaxial 
polarization lidar by using YAG green laser was developed for this purpose and has been started 
the long-term observation in the horizontal and slant direction. Now the observation data is storing 
under the various weather conditions.
　We also started the analyses of the spatial distribution and its change of the low altitude 
atmosphere in the long-term observation.
（概要）
　本研究では可搬型ライダーによる大気の水平および斜め方向観測を通して、低層大気の時間的変化／空
間的分布を解析することを目的として研究を行った。
　大気の低空水平方向ならびに斜め方向を観測するためのライダー装置を開発した。波長 532nm の YAG 
Green Laser を用い、双頭型（Biaxial Type）の光学系を採用した。送信光は p、s 偏光成分をバランスをとっ
て射出し、受光の際も p、s 偏光成分毎に同時に受光している。実観測ではレーザーの尖塔出力 10mJ に
て繰返し 10Hz の送信光に対し、水平方向 10-15km の距離において良好な受光特性が得られた。また、
24 時間の連続観測による大気の日動変化の計測を行った。本計測ではライダー観測と同時に雲の挙動を
とらえる目的で多点に配置したデジタルカメラによる定期的な自動撮影を行い、雲の３次元的な空間配置
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ならびに時間変化を捕えた。ライダーによるミクロスケールでの大気の挙動を計測し、多点カメラによる
雲のマクロな挙動を捕え、モニターすることで、大局的な大気の変化を追っている。それらの観測データ
に加えて、温度や湿度といった基礎的な気象因子による変化を合わせて複合的に判断することで、局所的
に発生する気象変化が大局的な気象スケールへとつながる過程を可視化させる。
　現在も継続的な観測を続けており、データの蓄積を行っている。今後、この蓄積された観測データの解
析を通して、低層大気の時間的／空間的分布の把握を目指していく。
課題番号 P2010-1
研究課題 衛星計測データを利用した森林におけるメタン（CH4）発生量の実態把握
研究者（所属） 朴鍾杰（東京情報大学）
担当教員 久世宏明・斎藤尚子
（Abstract）
　In this study, we attempted the relationship between landcover type and the source of CH4 by 
Greenhouse gases Observing SATellite （GOSAT）. The main area of source of CH4 are Mississippi, 
Danube, Indus and Mekong River. It has been understood that the main landuse is a paddy ﬁeld.
（概要）
１. はじめに
　地球温暖化が進行すると、50 ～ 100 年といった長期的に気温や降水量が変化するとともに、短期的に
は異常気象の発生頻度や強度が変化する。特に異常気象は一旦発生すると被害が甚大になることが多く、
温暖化の影響分野でも重要な検討課題となっている（Glanz, 1998; Vellinga and van Verseveld, 2000）。
　世界の平均温度は長期的にみると 2005 年を基準に 100 年間 0.74 ± 0.18°上昇している。地球温暖化
の原因は、自然的現象または人間の化石燃料使用による大気の二酸化炭素の増加によるものか現在多くの
研究が行っている。IPCC では人間活動による影響であると断定した。
　京都規定書では、人間活動によって発生する CO2, CH4, N20 などを温室カスとして指定した。産業革命
以来 CO2 は 36％、CH4 は 148％増加している。CO2 の増加は 75％が化石燃料使用によって起因する。し
かし、CH4 の発生は農業分野で 40％排出すると言われている。今後人口の増加によって食糧生産は持続
的に増加し、30 年後は現在の２倍程度になると予想している。
　グローバル温室効果ガス測定は温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）で行われた。WDCGG は世
界気象機関（WMO）の全球大気監視（GAW）プログラムの下で設立され、大気や海洋で測定された温室
効果ガス（CO2, CH4, CFCs, N2O）と関連するガス（CO, NOX, SO2 など）のデータを収集、管理、提供し
ている。また、宇宙では二酸化炭素・メタンを測定するために宇宙航空研究開発機構（JAXA）、国立環境
研究所（NIES）、環境省（MOE）と共同で 2009 年１月 23 日に温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）を
打ち上げた。GOSAT には雲・エアロゾルイメージャ（CAI）とフーリエ変換分光器（FTS）の２つのセンサー
が搭載されてある。CAI は観測エアリアの雲の有無を判別するため可視域から近赤外域の４つのバンドで
構成されている。FTS は可視域から熱赤外いきまで４つのバンドで構成され、SWIR（短波長赤外域）のデー
タから二酸化炭素とメタンのカラム平均濃度を算出する。FTS の TIR（熱赤外域データ）から CO2 のカ
ラム平均濃度が計算できる。
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　現在の多くの研究は水田土壌や草地など特定したサイトにおける狭域の実験結果が主であり、広域にお
ける放出源の特定に関する研究は少ない。そこで、本研究では衛星データによるメタンの放出源とその場
所の土地被覆との関連について調べる。
２．メタンのソースとシンク
　メタンの放出源（ソース）には、天然のものと人為的なものがある。天然放出には沼や湿地から発生す
るものが最も多くシロアリや海洋でも発生する。メタンは嫌気性細菌によって有機物が分解される際（発
酵、腐敗）に発生する。人為的放出源として、石炭・石油採掘、家畜の腸内発酵、水田などが知られている。
　メタンの消滅源（シンク）は、大気中の化学反応分解が多く、その他土壌による除去である。大気中で
のメタンの分解反応は日光、酸素、オゾン、水蒸気などの化学反応に伴って生ずる水酸ラジカルと反応す
るものである。
　メタンの大気中での平均残留期間は 12 年である。
３．GOSAT によるメタンの放出源と時期
　GOSAT による時系列的にグローバルメタン濃度の観測が可能となりメタンの発生地域が推測できる。
宇宙での大気の観測であるため大気の流れを考慮しながらメタンの放出源を特定する必要がある。その結
果、世界中で主に６か所で多くのメタンが放出していることが分かった（fig.1）。
fig.1.  Timing of the appearance of Methane
　主な発生源の時期として、北アメリカミシシッピ川では９月から 11 月（小麦やトウモロコシ、米）、
パキスタンのインダス川で６月から８月（小麦、米）、インドのガンジス川では９月から 12 月（米）、中
国の長江では９月から 10 月（米、小麦）、東南アジアのメコン川では９月から 12 月（米）である。主に
大きい川を中心に発生していることが分かった。
４．GOSAT/ CH4 と MODIS/EVI との比較
　GOSATによる時系列CH4 濃度とMODISの時系列EVIとの比較を行った。fig.2は中国長江の流域である。
　長江の EVI が増加すると CH4 の濃度も増加していることがわかる。EVI では２期作農作物の特徴を示し、
CH4 の濃度も２つのピークを持つことがわかる。植生の成長とメタンの増加の傾向が一致していることが
分かった。
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fig.2. CH4 and EVI of the Danube River
５．まとめ
　本研究では温暖化効果ガス測定衛星である GOSAT の CH4 データを用いて CH4 の主な発生場所の特徴
を調べた。その結果、アメリカのミシシッピ川パキスタンのインダス川、インドのガンジス川、中国長江
とタイのメコン川流域で CH4 の発生が確認された。米の生産地であるガンジス川、長江とメコン川では
最低 CH4 の濃度と最大濃度の差が大きいことがわかる。また、長江では EVI による米の収穫時期と CH4
の最大発生時期が一致することが分かった。パキスタンやインドなど年間 EVI のピークが２つ以上存在
する場所では２期作か２毛作によって CH4 の発生量が異なる。
　しかし、GOSAT は WDCGG（地上 20m で観測）と異なって宇宙からの観測であるため、大気の移動に
よって必ずしもその場所で発生しているわけではない。そのため、 CH4 の解析は空間的分布の特徴をよく
調べた上でプロファイル解析を行う必要がある。
課題番号 P2010-1
研究課題 白色光レーザーを用いた温室効果ガスの計測法の開発
研究者（所属） 染川智弘（財団法人　レーザー技術総合研究所）
担当教員 久世宏明
（Abstract）
　A white light continuum ranging from 300 to more than 2200 nm was generated by focusing a TW 
femtosecond laser pulse in Kr gas. The white light continuum was used to perform a differential 
optical absorption spectroscopy （DOAS） of CO2 in the laboratory absorption cell. The present system 
using the InGaAs-array spectrometer with the wavelength sampling interval of around 4 nm can be 
used for measuring the CO2 concentrations with an accuracy of 1-2 ppm （ca. 0.5%） in atmosphere for 
around 5.5 km propagation lengths through the air.
（概要）
　高強度フェムト秒レーザーを希ガスに集光することで、紫外から赤外までの連続スペクトルを有す
る白色光レーザーを生成させることができる。白色光レーザーは赤外域までスペクトルを広げており、
2000nm 付近の CO2 の吸収ラインを利用した長光路差分吸収分光（ＤＯ AS）法によって CO2 の濃度計測
が可能となるため、温室効果ガスである CO2 の収支変動を評価することができる。
　図１にコヒーレント白色光を用いた CO2 の赤外吸収スペクトルを示す。波長 800nm、パルスエネルギー
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50mJ、パルス幅 100fs のレーザーを１気圧の Kr ガスに集光して得られた白色光を９m の長さのガスセ
ルに導入し、透過光を測定した。実線がガスセルを１ 気圧の CO2 で封入した場合であり、点線は真空状
態である。赤外分光器は浜松ホトニクス社製 C9914GB を利用し、２次光カットフィルターとして AR コー
トを施した Si 窓を用いた。白色光は 2200nm 程度までスペクトルを広げており、矢印で示したのが CO2
の吸収ラインである。2100nm 程度から見られる急激な強度上昇は、２次光の寄与だと考えられる。実際
の大気観測では水蒸気による吸収の干渉を受ける。そのため、水蒸気の吸収がなく、透過率変化が大きな
2000nm 付近の吸収ラインを選び、この波長での透過率変化から CO2 濃度を評価した。
　連続スペクトルである白色光を用いた吸収計測では、測定に用いる分光器の波長分解能によって吸収ス
ペクトルが平均化される。そのため、波長分解能の高い分光器を用いてスペクトル測定を行えば、短い光
路長で大きな透過率変化が期待できる。そこで、波長サンプリング間隔が 0.15nm の赤外分光器を用いて
実験を行ったが、高分散で波長を広げると単位波長あたりの強度が小さい白色光レーザーでは、スペク
トル測定が行えないことがわかった。そこで、現有の波長サンプリング間隔４nm の分光器を用いて、９ 
m のガスセル中の CO2 濃度を変化させて測定した透過率から、実際の大気での吸収光路を評価した。大
気中の CO2 濃度は CO2 センサーで測定した 398ppm として、ガスセルの封入圧力を吸収光路に換算した。
図２に 2005nm の CO2 吸収ラインの透過率と光路の関係を示す。短い光路では観測で得られる透過率変
化が小さくなるため、測定の誤差が大きくなる。大気中の CO2 濃度測定を温室効果ガスの収支変動を評
価するのに必要な 1-2ppm 程度の精度で行うには 5.5km 程度の光路が必要であることがわかった。今後は
白色光のスペクトル測定が行える波長サンプリング間隔が 0.5 ～１nm 程度の分光器を用いてより短い光
路長で CO2 の濃度評価を行いたい。
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図１　コヒーレント白色光を用いた CO2 の赤外吸収スペクトル
図２　測定した 2005nm の CO2 吸収ラインの透過率◆と光路長の関係。
点線は吸収断面積から計算した透過率変化。　　　　　　　
参考文献：T. Somekawa, M. Fujita, and Y. Izawa: Appl. Phys. Express3（2010）082401.
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課題番号 P2010-1
研究課題 キセノン光源を利用した DOAS 法による火山ガス計測と火山噴出物表層部の実
態把握
研究者（所属） 由井四海（富山商船高等専門学校電子制御工学科）
担当教員 久世宏明
（Abstract）
　After an eruption on July 14, 2000, there has been a constant ﬂow of sulfuric gas from the crater of 
Mt. Oyama on Miyakejima island. We propose the use of a commercially available Xenon ﬂashlamp 
as a white-light source. This is relatively inexpensive, yet the possibility of unattended, continuous 
operation is quite suitable for the DOAS measurement. For the measurement of SO2 concentration, 
a telescope having enhanced reflectance in the UV spectral region （around 300 nm） is employed 
instead of the conventional, astronomical telescope used for the visible measurement. We report the 
result of a recent campaign in Miyakejima conducted in September 2010. Concentrations of volcanic 
gases were measured with a UV telescope and the capability of the Xenon ﬂashlamp as a DOAS light 
source was successfully demonstrated.
（概要）
　2000 年７月 14 日に三宅島雄山の噴火活動が活発になり、気象庁三宅島火山観測情報によると、火山
ガス成分のひとつである二酸化硫黄（SO2）の放出量は、2000 ～ 2002 年に 4,000 ～ 80,000 トン / 日と
極めて高いレベルにあった（気象庁 2000，2002 年）。今もなお 500 ～ 1,500 トン / 日の多量の火山ガス（二
酸化硫黄）の放出が継続しており（気象庁 2011 年）、火山ガスの放出は当分継続すると考えられる。
　本研究では、比較的簡便な装置で長距離区間の火山性ガス（SO2）の平均濃度をその場観測できる長光
路差分吸収分光 （Differential Optical Absorption Spectroscopy, DOAS）法による計測を行った。キセノ
ンフラッシュランプによる可搬型光源と紫外望遠鏡を利用した DOAS 法により、SO2 の 24 時間連続観
測が可能となる。火山噴出物表層部の実態を把握するために、2010 年９月 22 ～９月 29 日に DOAS 観
測を行った。DOAS 観測の光源としては、紫外で発光が可能なキセノンランプ（150W 浜松ホトニクス
製、300W パーキンエルマー製）を用いた。受光用の紫外対応望遠鏡は口径 100 mm（ニュートン式反射
型、焦点距離 868mm）、口径 100mm（ニュートン式反射型、焦点距離 400mm）を自作して使用し、小
型分光器は Ocean Optics 社製の USB2000（観測波長 200-800nm、2048 素子、分解能 0.3nm）および
HR4000（観測波長 200-640 nm、3648 素子、分解能 0.23nm）を使用した。観測対象地域は三宅島東部
の坪田高濃度地区、南西部の薄木・粟辺地区（旧阿古高濃度地区）でキセノンフラッシュ光源と紫外用
望遠鏡を利用した DOAS 法による大気 SO2 の 24 時間連続観測を行った。薄木・粟辺地区の光路長は 1.3 
km、坪田高濃度地区の光路長は 480 m である。
　図１に薄木・粟辺地区で DOAS 法により計測した１分間平均値の SO2 濃度と地上測定局（アカコッコ、
薄木生コン）による５分値の SO2 濃度の時系列変化を示した。DOAS 測定により９月 25 日 15 時から 20
時の期間に最大 0.48 ppm の SO2 濃度が観測され、地上測定局の SO2 濃度値と似た値を示しているが明ら
かになった。DOAS 測定による SO2 濃度が 26 日５時から上昇し、薄木生コンの地上測定値も同様に上昇
しているが、強風による光軸ズレにより、DOAS 観測によるデータが取得出来なかった。27 日 10 時頃か
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ら DOAS 測定による SO2 濃度が上昇しているが、定点測定では観測されていない。DOAS 測定を行った
薄木・粟辺地区の 1.3 km の光路長周辺に、0.08 ppm 以下の微量な SO2 濃度が拡散していることが示唆
された。図２に坪田高濃度地区で DOAS 観測した SO2 濃度と地上測定局（三池消防器具置き場）の時系
列変化を示した。24 日 16 時から 25 日 13 時の期間、28 日０時から 13 時の期間は台風と 10 m/s 以上
の強風の影響により、DOAS 法による計測が行えなかった。９月 28 日 14 時から９月 29 日６時の DOAS
観測による SO2 濃度と地上測定局の SO2 濃度値が似た値を示しているが、それ以外の観測期間は地上測
定局のSO2濃度がほとんど測定されていなかった。DOAS測定では最大1.15 ppmのSO2濃度が観測された。
課題番号 P2010-1（一般研究）
研究課題 合成開口レーダ・散乱計及びメソ気象モデルを用いた洋上風力資源評価方法の
開発
研究者（所属） 香西克俊（神戸大学海事科学研究科）
担当教員 久世宏明・高村民雄
（Abstract）
　Envisat/ASAR-derived offshore wind speeds and energy densities based on 4 different SAR 
wind speed retrieval algorithms （CMOD4, CMOD-IFR2, CMOD5, CMOD5.N） are compared with 
observed wind speeds and energy densities for evaluating offshore wind energy resources. CMOD4 
ignores effects of atmospheric stability, while CMOD5.N assumes a neutral condition. By utilizing 
Monin-Obukov similarity theory in the inverse LKB code, equivalent neutral wind speeds derived 
from CMOD5. N are converted to stability dependent wind speeds （CMOD5N_ SDW）. Results of 
comparison in terms of energy density indicate the CMOD5N_SDW shows the lowest errors than the 
other algorithms.
（概要）
　洋上風力資源評価のため Envisat/ASAR データを４つの異なるアルゴリズム（CMOD4, CMOD-IFR2, 
CMOD5, CMOD5.N）に基づき風速とエネルギー密度を推定し、ブイで観測される風速及びエネルギー密
度を用いて検証した。CMOD ４は大気安定度の効果を無視している。一方、CMOD5.N は中立状態を仮定
している。逆ＬＫＢコードにおいてモニンーオブコフ相似則を利用することにより、CMOD5.N より導か
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図１　薄木・粟辺地区における二酸化硫黄濃度の
時系列変化（2010 年９月 22 ～９月 29 日）．
図２　坪田高濃度地区における二酸化硫黄濃度の
時系列変化（2010 年９月 22 ～９月 29 日）．
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れた等価中立風速を大気安定度を考慮した風速（CMOD5N_SDW）に変換した。エネルギー密度の比較の
結果、CMOD5N_SDW は他のアルゴリズムに比較して最も小さい誤差を示した。
課題番号 P2010-1（一般研究）
研究課題 路面積雪の圧雪過程におけるマイクロ波散乱機構の研究
研究者（所属） 阿部修（（独）防災科学技術研究所雪氷防災研究センター）
担当教員 長　康平
（Abstract）
　The purpose of this study is to investigate and clarify the characteristic of microwave scattering due 
to snow and ice on road. These results will be used for development of the microwave sensor which 
will be applied to the road-surface condition monitoring of the road maintenance operation in winter 
season. This year, we measured the microwave scattering form artiﬁcial snow and densiﬁcation on 
road, and analyzed the results to investigate the characteristic of microwave scattering due to snow 
and ice.
（概要）
　本研究は、道路路面上の積雪、氷膜の状態をモニタリングするためのマイクロ波雪氷センサを開発する
ための基礎資料とするために、積雪や氷膜によるマイクロ波の反射、散乱、透過等の特性を明らかにする
ことを目的とする。平成 22 年度は、マイクロ波送受信用ホーンアンテナ、ベクトル・ネットワーク・ア
ナライザからなるマイクロ波計測器を用い、積雪（人工雪および天然雪）をターゲットとしたマイクロ波
の反射波の計測を行った。さらに、得られた計測結果を解析し、積雪によるマイクロ波の反射の諸特性の
把握を行った。
課題番号 P2010-1
研究課題 新植生指標 NHVI を用いた葉面積指数の空間分布の推定
研究者（所属） 松山洋（首都大学東京都市環境学研究科）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Abstract）
　A new vegetation index named Normalized Hotspot-signature Vegetation Index （NHVI）, was 
proposed for a better quantitative estimation of leaf area index （LAI） in comparison with the 
remotely-sensed Normalized Difference Vegetation Index （NDVI）, especially in the boreal forest 
（Hasegawa et al., 2010）.
　In this year, we focused on and revealed the seasonal change of BRDF on larix leptolepis forest 
at Yatsugatake, using observational data and semi-empirical BRDF model （Ross-Li model）. This 
is （semi-） empirical model based on linear combinations of “kernels”, i.e., ρ = fiso + fgeo Kgeo + fvol Kvol 
in which surface reﬂectance （ρ） is represented as a function of the product of each reﬂectance （fx） 
and kernel （Kx）. The latter is mathematical function that depends on the position of sun and view 
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angles. The subscripts “geo” and “vol” respectively represent the scattering factor of “geometry” and 
“volume”.
　The calculation of BRDF parameters in each season revealed that fgeo became maximum in August, 
whereas fvol in August was smaller than those in May and September. These results indicated 
that BRDF is influenced by the physiological condition of the leaf along with the spatial/vertical 
distribution of the leaf density in the canopy in summer.
（概要）
　申請者たちの研究の究極的な目標は、植生の方向別反射特性（BRDF）を利用して、衛星データを用い
た新たな植生モニタリング手法（植生資源量の把握）を開発することである。申請者たちの研究グループは、
BRDF から算出される指標 HDS と NDVI との積で計算される新たな植生指標 NHVI を提案し、これが葉面
積指数（植生資源量の一つ）の推定に有効であることを地上観測データに基づいて示した（Hasegawa et 
al., 2010, Remote Sens. Environ.）。近年、BRDF を再現するための物理モデルを構築する研究が多くみら
れる一方、BRDF の観測は困難であるために実証的な研究は少なく、BRDF モデルのパラメータの持つ意
味や、モデルの再現性に関する考察は十分ではない。そこで、今年度の共同利用研究では、八ヶ岳カラマ
ツ林の BRDF 定点観測システム（2007 年度の共同利用研究によって構築）で得られた各季節の BRDF デー
タと、汎用的な BRDF モデル（Ross-Li model）を用いて各種散乱成分の季節変化を計算し、その意味に
ついて考察した。また、Ross-Li model の再現性を検証し、BRDF モデリングにおいて重要な要素につい
て検討した。
　植生の BRDF の影響は夏季に最も大きくなり、開葉後の５～９月においても季節変化することが分かっ
た。特に幾何散乱成分は８月をピークとして大きくなり、体積散乱成分は５月、９月にくらべ、８月は小
さくなった。これらの結果から、植生の BRDF には個葉の反射率に影響する生理条件の変化や、キャノ
ピー内での葉の密度の分布が変化することが影響している可能性が示唆された。また、落葉期や紅葉期で
は、特に前方散乱方向において BRDF の再現性が悪かった。これは、光が斜めから差し込むことにより、
植生の表面で起こる散乱が日陰葉の輝度にも影響を与えているためだと考えられる。このように、現在の
BRDF モデルの再現性と問題点が、今年度の共同利用研究で明らかになった。
課題番号 P2010-1
研究課題 多方向観測による植生の構造抽出インデックスの開発
研究者（所属） 村松加奈子（奈良女子大学共生科学研究センター）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Abstract）
　The function of vegetation to carbon cycle and thermal budget is different in vegetation types.
　In order to estimate global gross primary production of vegetation and to install vegetation 
functional types into climate models, mapping of vegetation functional types is important issue. For 
nadir observing optical sensor data, it is generally used for classification that spectral reflectance 
characteristics of vegetation phenology. If the vegetation types have similar phenology, classiﬁcations 
into each vegetation type are difﬁcult, such as evergreen broad leaf and evergreen needle leaf forest, 
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deciduous broad leaf and deciduous needle leaf forest, and deciduous broad leaf forest and grass land 
with dense and high plant length. In this study, multi-angle observing reﬂectance data is examined 
for extracting the vegetation structure difference.
（概要）
　植生の炭素循環 • 水循環におけるその機能は植生タイプ毎に異なる。全球での植生の総光合成量推定や
気候モデルへの導入のためには、植生機能タイプ毎の分類データが不可欠である。直下視の光学センサで
観測されたデータを用いて植生の分類を行う場合、植生のフェノロジーの特徴を利用する事が多い。こ
の場合フェノロジーの似た植生のタイプ同士、例えば常緑広葉樹と常緑針葉樹 • 落葉樹と草丈の高い草地
• 落葉広葉樹と落葉針葉樹は、両者の分類が困難である。太陽光と観測角度による二方向性反射率は、植
生のタイプ毎に異なることはこれまで報告されている。2014 年うちあげの GCOM-C 衛星に搭載される
SGLI センサでは、赤と近赤外の波長帯において多方向観測を行う予定である。植生の構造が抽出できる
と、従来の直下視の多波長データによる分光反射率の特徴による土地被覆分類に、構造パラメータが加
わり、分類精度を向上する可能性がある。2006 年１月に JAXA より打ち上げられた ALOS 衛星の PRISM
センサでは可視から近赤外の波長帯 （0.52 ～ 0.77 μ m） で直下視に加えて前方視・後方視で観測を行っ
ている。
　本研究では PRISM データを用いて、常緑広葉樹・常緑針葉樹・落葉広葉樹・落葉針葉樹・草地の夏と
冬での直下視・前方視・後方視の反射率の特徴を調べた。またその特徴を基礎としてどのような演算を行
うとこれらの植生タイプの違いを抽出する事ができるかを調べた。常緑針葉樹は奈良県南部のスギ・ヒノ
キ林、常緑広葉樹は宮崎県綾の照葉樹林、落葉針葉樹は八ヶ岳山麓のカラマツ林、落葉広葉樹は奈良県内
より、草地は奈良県内と山梨県内よりサンプリングした。 その結果、 夏の前方視の反射率と後方視を直
下視の反射率で割った値の関係より、常緑性の広葉樹と針葉樹林の分離性が向上する可能性が明らかと
なった。また、夏の前方視を直下視で割ったものと、後方視を直下視で割ったものの関係より落葉樹にお
ける針葉樹と広葉樹の分離性の改善の可能性が明らかとなった。これらの演算は植生の構造を抽出する指
標の候補と考えられる。　今後、地形による影響は詳細に検討する必要がある。
2.2.2.　第 2 プロジェクト共同利用研究の詳細
課題番号 P2010-2（一般研究）
研究課題 静止気象衛星データを利用した、インド洋における雲活動の研究
研究者（所属） 高橋　洋（首都大学東京大学院）
担当教員 樋口篤志
（Abstract）
　We examined the low clouds over Southeast Asia during northern fall and winter, using albedo 
derived from visible images, cloud top temperature from infrared radiation （IR） images from the 
Multi-functional Transport Satellite 1 （MTSAT-1）. To understand the cloud activity associated 
with the winter monsoon cold outbreaks along the eastern coast of the Indochina Peninsula, we 
used atmospheric circulation data from Japanese 25-year reanalysis （JRA-25）. Results showed 
― 62 ― ― 63 ―
that low clouds were frequently observed during December, January and February. During October 
and November,  cloud occurs along the mountainous regions, which could be associated with the 
thermally-induced local circulations. Interestingly, the northeasterly of winter monsoon was strong 
in both the spells. We will investigate the rainfall activity associated with the cloud activity over and 
around Indochina and the eastern Indian Ocean.
（概要）
　本共同研究では、東南アジアの秋季および冬季の雲活動について、MTSAT － 1 の可視画像および赤外
画像のデータを利用して調査した。大気循環場との対応を調べるために、JRA25 再解析を利用した。結
果として、背の低い雲は、12 月から１月、２月と高頻度で出現していた。一方で、10 月 11 月などは、
熱的局地循環に関連するような雲が形成されていた。興味深いことに、どちらの期間も、北東季節風が強
いという共通点があった。今後は、今回調査した雲活動に加えて、降水活動の変化を、寒気の吹き出し域
にあたるインドシナ半島から東インド洋周辺まで量差を行う。
課題番号 P2010-2
研究課題 ALOS AVNIR-2 データを用いたダーリング川沿い湿地のフェノロジー分析
研究者（所属） PERERA Liyanage Kithsiri（Faculty of Engineering and Surveying, University 
of Sothern Queensland）
担当教員 建石隆太郎
（Abstract）
　Abstract: AVNIR 2 ALOS satellite data gained a signiﬁcant popularity in environmental research 
works due to low cost and its high spatial resolution character. It’s four image bands at 10m 
resolution provide ideal opportunity to conduct numerous land cover classifications, especially for 
small areas. This study uses multitemporal AVENIR 2 images to examine the health of clay pan 
lakes which associate with spontaneous wetlands along the upper Darling River, Australia. These 
unique lakes along the river add an essential lifeline to numerous ﬂora and fauna in harsh central 
Australian climate. A research conducted in 1996 estimated that 18,500 wetlands along entire 
Murray-Darling basin. In another recent study, 98 waterbird species were recorded in these wetlands 
along the river and found species like ibis and egrets have recorded very high sensitivity for water 
level changes. However, extreme low and very high water in these lakes and associated wet lands 
are negatively affecting the wetland health. Due to the ever increasing human activities such as 
irrigation, recreation, and changing land use of the river system and highly ﬂuctuating water regime 
and water quality of the Darling River system, the spatial conditions of small linear shape lakes can 
be used as a phenological indicator to assess the river health. Since the beginning of the research, 
Darling River catchment received a huge amount of rainfall, causing dynamic environmental changes 
along the river. These changes were affected to mapping aspects too, due to the expansion of wetlands 
associate with lakes. ALOS images can be counted as a good candidate to monitor small land cover 
features as we examined in the １st stage of this study. Mapping detail land cover of selected lakes 
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under number of extreme weather conditions like prolong drought and heavy rain will help to expand 
the understanding of spatial conditions clay pan lakes and future research direction will address 
those aspects.
課題番号 P2010-2
研究課題 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究
研究者（所属） 青梨和正（気象庁気象研究所予報研究部第２研究室）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　The goal of the present study is to develop a method to assimilate Microwave Imager （MWI） 
brightness temperatures （TBs） into Cloud-Resolving Models （CRMs）. To address the non-linear 
relationship of TBs to the state variables of CRM and the ﬂow-dependency of the CRM forecast error 
covariance, we adopted an ensemble-based variational data assimilation method. However, there 
often exist large-scale displacement errors of rainy areas between the observation and the CRM 
forecasts. In such cases, ensemble-based data assimilation can give erroneous analysis, particularly 
for observed rain areas without forecasted rain.
　In order to solve this problem, we propose ensemble-based assimilation that uses ensemble 
forecast error covariance with displacement error correction. Based on this idea, we developed a 
data assimilation method that incorporates the MWI TBs into the CRM developed by the Japan 
Meteorological Agency （JMANHM）. This method consisted of a displacement error correction scheme 
and an ensemble-based variational assimilation scheme. In the displacement error correction scheme, 
we obtained the optimum displacement that maximized the conditional probability of TB observation 
given the displaced CRM variables. In the assimilation scheme, we derived a cost function in the 
displaced ensemble forecast error subspace. Then, we obtained the analyses of CRM variables by non-
linear minimization of the cost function.
　In order to see the impact of the above MWI TB assimilation method on the CRM analyses and 
forecasts, we performed assimilation experiments to incorporate TMI （TRMM Microwave Imager） 
low-frequency TBs （10, 19, and 21 GHz with vertical polarization） into the CRM for a Typhoon 
case around Okinawa （9th June 2004）.  The results of the assimilation experiments show that 
the assimilation of TMI TBs alleviated the large-scale displacement errors and improved the CRM 
forecasts. The displacement error correction also avoided misinterpretation of MWI TB increments 
due to precipitation displacements as those from other variables in the assimilation scheme.
（概要）
　本研究の最終目標は、衛星搭載のマイクロ波放射計（MWI）輝度温度（TB）を、雲解像モデル（CRM）
に同化する方法を開発することである。TB と CRM 物理量の非線形的関係や CRM 予報誤差の流れ依存性
に対処するため、我々は、近年提案されている、アンサンブルに基づく変分法的同化法を採用した。しか
し、実際の観測とアンサンブル予報の降水域の間には、大規模な位置ずれがよく見られる。このような場
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合には、アンサンブルに基づくデータ同化は、特に降水が観測され、アンサンブルが降水を予報していな
い地点で、誤差の大きな解析値を与える可能性がある。
　この問題を解決するため、我々は、降水の位置ずれ補正をしたアンサンブル予報誤差共分散を使うデー
タ同化を提案する。このアイデアに基づいて、我々は、MWI TB を気象庁の CRM（JMANHM）に同化す
る方法を開発した。この同化法は、アンサンブル予報の位置ずれ誤差の補正スキームとアンサンブルに基
づく変分法的データ同化スキームで構成される。アンサンブル予報の位置ずれ誤差の補正スキームでは、
変分法を用いて、位置ずれを加えた CRM アンサンブル予報値に対する MWI TB の条件付き確率を最大に
する、最適な位置ずれを求めた。データ同化スキームでは、位置ずれ補正をしたアンサンブル予報誤差空
間でのコストファンクションを導出した。そして、このコストファンクションを非線形最小値化すること
で、CRM 物理量の解析値を求めた。
　本研究の同化の CRM 解析値と予報値へのインパクトを調べるため、我々は、この同化法を、沖縄付近
の台風の事例（04/ ６/ ９）について適用して、TMI の海上の低周波 TB（10, 19, 21GHz の垂直偏波）を
CRM に同化する実験を行った。同化実験の結果、本研究の同化法は、降水予報の位置ずれを減少させて
いた。また、位置ずれ補正は、データ同化スキームが、降水の位置ずれによる MWI TB のインクレメン
トを他の物理量によるものと誤解することを防いでいる。
課題番号 P2010-2
研究課題 ミリ波レーダと衛星及び地上観測による雲物理量解析と広域放射収支評価
研究者（所属） 鷹野敏明（千葉大学大学院工学研究科）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　High resolution Doppler Observations of clouds have been done with the millimeter-wave cloud 
proﬁling radar （CPR） FALCON-I developed at Chiba University. FALCON-I operated at 95 GHz has 
a high spatial resolution of 15 m in the ranging direction and of 0.2°in the perpendicular directions. 
Generating stage of a cumulonimbus were observed with FALCON-I in July 2010 at Chiba. Very 
beginning stage of the cloud generation, integrated reflectivities obtained with FALCON-I was 
compared to the derived liquid water path （LWP） and precipitable water contents （PWC） obtained 
with microwave radiometer of SKYNET of CEReS, Chiba University. Precise observations of melting 
layers at the bottom of clouds reveal that rain drops whose diameters would be around 1 mm 
are generated and accelerated up to 7 m/s downward in quite thin layer of about 200 m. Doppler 
Observations of interior of cumulonimbus suggest existence of small structures of about 1 km in 
which abrupt up and downward ﬂow occurs. These results will be useful to investigate characteristics 
of clouds in order to make global model of atmosphere.
（概要）
　我々が開発したミリ波雲レーダ FALCON-I は、95GHz で高い空間分解能 （高度方向に 15m、水平方向
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に 0.5 度角）を持っている。 FALCON-I を用いて、2010 年７月に千葉大において積乱雲の発生初期の観
測を行った。積乱雲が発生する最初の段階について、FALCON-I で得られた雲の反射強度の高度方向積算
値と、千葉大 CEReS の SKYNET マイクロ波放射計で観測導出した雲水量ろ可降水量を比較した。また、
積乱雲で降雨が始まる融解層の詳細観測から、１mm 程度の粒径の降雨は雲底から 200m 程度の高度幅で
形成され、直ちに終端速度７m/s 程度の降雨となる様子が明らかになった。さらに、積乱雲本体中で、高
度厚１km 程度の急激な上昇流や下降流が存在することも明らかになった。これらの結果は、雲と大気の
特性をモデル化する上で極めて有用な情報と言える。
課題番号 P2010-2（一般研究）
研究課題 静止衛星データの全球合成技術の開発
研究者（所属） 大野智生（気象庁・気象衛星センターデータベース処理システム管理課）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　The goal of this research is to generate global composite data of the geostationary satellites and 
contribute to climate and environmental researches. In this fiscal year, a vicarious calibration 
technique to compose visible images had been developed. In this technique, visible calibration 
coefficients of geostationary satellite are estimated from the observations and the calculations 
simulated by a radiative transfer model. The calibration coefﬁcients, which were derived by applying 
this technique for one year observation data of GMS-5, METEOSAT-5/7 and GOES- ８/10, were stable 
throughout the year. Also verification of calibration accuracy was performed for each satellite by 
comparing the global solar ﬂux products derived from calibrated data to ground observations. The 
estimated products were consistent with the ground observations.
（概要）
　本研究は、気象衛星センターが保存する静止気象衛星ひまわりシリーズのデータを外国が運用する静止
気象衛星データと合成し、全球静止衛星データセットを作成することを目的とする。作成されたデータセッ
トは、気候分野への応用など幅広い利用が見込まれる。本年度は、可視チャネルの画像を合成するための
較正技術の開発を行った。本手法は、静止気象衛星の可視観測データを放射伝達計算を介した計算値で値
付けすることで、較正係数を算出するものである。本手法を GMS- ５,  METEOSAT- ５/ ７,  GOES- ８/10
の５つの静止衛星にそれぞれ適用し、１年間分の較正係数を算出したところ、いずれの衛星についても年
間を通して安定した較正係数が得られた。また各衛星について、較正済みのデータから全天日射量を算出
し地上観測と比較して検証したところ、いずれの衛星についてもおおむね良好な結果が得られた。
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課題番号 P2010-2（一般研究）
研究課題 SKYNET データを用いた大気特性量の検証
研究者（所属） 久慈　誠（奈良女子大学理学部）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　It is important to investigate validity of atmospheric products, such as aerosol, cloud, and water 
vapor, retrieved from ground-based and satellite observed data. We examined SKYNET ground-
based observation data. Firstly, we made a data analysis of pyranometer, pyrheliometer, and sky 
view camera under the visibility hindrance condition. As a result, it was conﬁrmed that dry aerosol 
modiﬁed the ratio of direct and diffuse solar radiation. Secondly, we validated the aerosol products 
from sky-radiometer and Aura / OMI at Phimai, Thailand from 2004 to 2008. It was found that the 
aerosol products such as aerosol optical thickness, single scattering albedo, and Angstrom exponent 
between ground and satellite observation were not consistent very much, which could be attributed to 
cloud screening scheme at this stage.
（概要）
　本研究では、地上観測データと衛星観測データを比較することで、それらから導出されるエアロゾル、雲、
水蒸気等の大気プロダクトの相互検証を行う。本年度はまず、地上観測データから得られる大気プロダク
トの特性について調べた。具体的には、SKYNETの観測サイトの一つである長崎県福江島での地上観測デー
タ（視程、日射計、及び全天カメラ）を用いた視程障害時における日射量の事例解析を行った。その結果、
煙霧による視程障害時には直達光量が減少し、散乱光量が増加することが確認できた。
　更に、SKYNET の観測サイトの一つであるタイ・ピマイにおけるスカイラジオメータ観測によるエア
ロゾルプロダクトを Aura 衛星搭載の OMI センサから導出されたものと比較検証した。具体的には、光学
的厚さ、一次散乱アルベド、並びにオングストローム指数の三つのパラメータについて調べた。時系列な
らびに相関解析を行った結果、乾期・雨期ともにあまり対応は良くなかった。これは、雲のコンタミネー
ションが原因の一つと考えられる。今後は、雲スクリーニングの精度を向上することが重要である。
課題番号 P2010-2（一般研究）
研究課題 衛星と地上レーダーを用いた対流雲発生の観測的研究
研究者（所属） 小林文明（防衛大学校地球海洋学科）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　The understanding of the cumulonimbus generation process is an important concern not only 
for scientiﬁc interest but also for the mitigation of heavy rainfall disasters and high winds. Heavy 
rainfall often occurs in the Tokyo metropolitan area during the afternoons on ﬁne mid-summer’s days. 
Simultaneous observations using 95-GHz FM-CW cloud radar, X-band radar, and photogrammetry 
were carried out during the summer of 2010 in Kanto. An isolated cumulonimbus developed above 
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the Chiba observation site after 16:00 JST on 24 July 2010. Fine structures of the cumulonimbus 
were discussed. The generation of cumulonimbus was initiated by cloud turrets. The turrets were 
detected by the high-resolution cloud radar at the same time of a cloud generation. Both cloud and 
precipitation echo patterns were observed by the cloud radar intermittently. The cloud radar echo 
was detected 5 minutes before the ﬁrst radar echo of the X-band radar appeared at 3 km AGL.
（概要）
　積乱雲の発生過程を理解することは、科学的な興味だけでなく、豪雨や強風による被害を軽減するた
めにも重要である。東京都心周辺でも短時間豪雨は真夏の晴れた午後にしばしば発生している。そこで、
2010 年夏季に、95-GHz FM-CW 雲レーダー、X バンドレーダー、ビデオカメラなどを用いた同時観測を
実施した。2010 年７月 24 日 16 時に千葉サイト上空で発生した孤立積乱雲の構造を議論した。積乱雲の
発生は、複数の雲（turret）で形成され、雲レーダーでその発生が確認された。雲レーダーにより積乱雲
内の雲や降水が捉えられ、X バンドレーダーで検出されたファーストレーダーエコーより５分早く雲レー
ダーによるエコーが確認された。
課題番号 P2010-2（一般研究）
研究課題 地表面放射収支解明のための大気放射量の推定
研究者（所属） 菅原広史（防衛大学）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　This study aims to develop an estimation methology of longwave downward radiation flux. The 
methodology should be used to evaluate radiation budget at the earth surface in the climate study. 
We have the goal of methodology as available in global scale and as consistent in long term.
　The work in the ﬁrst year of this study contained two tasks; ground truth observation and analysis 
of horizontal distribution of longwave flux. We we set up an ground observation site in Yokosuka. 
We started routine measurement of the downward longwave radiation ﬂux, cloud base height, cloud 
base temperature. Data acquired in this site would be used in the validataion for the developed 
methodology.
　Another task in horizontal distribution used previously measured data in Kanto area. Longwave 
radiation flux measured at two site was compared. The flux difference roughly correlated to the 
difference in the shortwave ﬂux and cloud amount.
（概要）
　本研究は地表面での下向き長波放射量の推定方法を開発する。開発の目的は、気候変動研究において地
表面の放射収支推定を全球規模で長期間にわたって行う際に使用することである。
　研究の初年度となる今年は①検証用データ測定サイトの立ち上げ、②下向き長波放射量の空間分布の解
析を行った。測定サイトは横須賀に設置し、下向き長波放射量、雲底高度、雲底温度のルーチン測定を開
始した。今後も測定を継続し検証用データを取得する。空間分布の解析は過去に関東地方において測定し
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たデータを使用して行った。２地点での下向き長波放射量の差は、同地点での日射量の差、あるいは雲量
と相関があった。
課題番号 P2010-2（研究会）
研究課題 Rapid scan と地上計測を組み合わせた雲の３次元観測に関する研究
研究者（所属） 高村民雄（環境リモートセンシング研究センター）
担当教員 高村民雄
（Abstract）
　The internal structure of the developing cumulus（Ci）/cumulo-nimbus（Cb） in summer season 
is interesting to understand the mechanism of the growth and extinction. Our knowledge of this 
is insufficient due to limitation of direct observation up to now, but a Chiba University group has 
recently developed a cloud radar with 95GHz, which is being operated routinely in the campus 
collocated with other atmospheric sounders, such as a microwave radiometer, a lidar etc.. The actual 
cloud system can be comprehensively analyzed using these state-of-the-art instruments.
　The target is Ci/Cb developing over the cloud radar in the Chiba University campus during the 
summer season. In the experiments, the macroscopic view of the cloud is simultaneously observed by 
a video-camera and X-band radar installed at the National Defense Academy（NDA） in Yokosuka, 
where is about 54km far from the Chiba University. During the campaign, we have found several 
typical cases to be analyzed, one of which is on the afternoon of July 24, 2011. It is clear due to 
the analysis of the NDA camera and X-band radar that the targeted cloud system consists of four 
different turrets. On the other hand, the cloud radar can look upward only to the zenith direction and 
has got the vertical proﬁle of the cloud density. This data also gave the height distribution of Doppler 
velocity of the droplets inside the clouds. Due to the present analysis, it seems that these show the 
falling pattern of the rain droplets in the cloud.  At present the moving pattern of the cloud particles 
relatively much smaller than rain drops is not shown clearly due to the insufficient SNR of the 
analysis.
　Through the campaign, we have got several results; The combination of the active and passive 
instruments is very useful for cloud analysis from the ground, and the highly time-resolved radar 
measurement with Doppler observation function is necessary to understand the cloud development 
and extinction. In the campaign, we did not use the rapid scan images supplied by the new JMA 
project for satellite data distribution, because the event of the appropriate cloud for measurements 
is a little earlier than their distribution program start. The combined analysis with satellite images 
might give interesting information on the bridge between macroscopic and microscopic view of cloud.
（概要）
　夏季に急速に発達する積雲の生成から発達・消滅に至る過程の内部構造の解明は、はこれまで観測手段
が限れていることからほとんどなく、衛星データや降水状態のようなマクロな状態からの推定に依存して
きた。千葉大学で雲レーダ（95GHz）が運用されていることや気象衛星によるラピッドスキャンの試行が
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始まったことから、こうしたデータを総合的に利用することによって雲内の構造を知るための研究及び研
究会を実施した。ここで研究に使用した観測器材は、千葉大学設置の 95GHz 雲レーダ、防衛大学校設置
の X バンドレーダ及び可視カメラである。器材運用の制約から、今回は千葉大学上空で発達する夏季積
雲を対象とした。
　観測は、発生の可能性の高い７－８月にほぼ毎日連続して行った。この内典型的な現象が観測できた
2011 年７月 24 日のデータを中心として解析を試みた。その結果、このときの発達する積（乱）雲は、
４つの異なる過程の雲（turret）が連続して累積した状態で生成・発達・移動したことが防衛大からの可
視カメラ、X バンドレーダで確認された。
　雲レーダは鉛直上方の反射強度のみによることから、これに対応した発達に伴う空間的広がりを明確に
することは難しかったが、鉛直強度分布が明確となった。また同時に計測されたドップラー速度は明らか
に落下する雨滴を捕捉していることを示していた。ドップラーで見る雲粒の挙動には、技術的にまだ不十
分な点が明らかとなり今後の課題となった。一方、当初の目的である MTSAT ラピッドスキャンデータは
上記期日にはまだ配信されておらず、今回の解析には使用できず次年度以降の課題となった。
　こうした観測例を基に、防衛大及び千葉大において、夏季積雲の発生・発達についての研究会を行った。
課題番号 P2010-2
研究課題 インドネシアにおける衛星データを使用したサンゴ礁マッピングの研究
研究者（所属） 大澤高浩（ウダヤナ大学　海洋リモートセンシング研究センター）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　Coral reef ecosystem has become a center of interest because of the marine tourism development, 
coral fragment trade, and other activities that are able to destroy coral reef ecosystem. ALOS with 
AVNIR-2 sensor was selected because it has 3 visible spectrums which have the ability of penetration 
into water column, also it have high enough of spatial resolution i.e.10 meters. The aims of this 
research are: 1） to identify the level of accuracy of ALOS satellite image in activity for coral reef 
distribution mapping and 2） to identify the general condition of coral reefs in around Badung Strait.
The result of accuracy test shows that classification accuracy was 87.16% for overall accuracy. 
Results of image interpretation show that live coral in around Badung strait is estimated to have 
about 141,056 hectares width. It was covering Denpasar Regency in the east and south-east side of 
Serangan Island with the fringing reef type and alongside Mertasari Beach-Matahari Terbit Beach 
with fringing reef type and barrier reef type; Klungkung Regency in the west side of Lembongan 
Island with the fringing reef type and in the south side with the platform type, while in Gianyar 
Regency was not found the coral reef distribution.
（概要）
　インドネシア海域におけるバリ島沿岸の珊瑚礁モニタリングを衛星データ ALOS 衛星画像（AVNIR2）
使用して行った。AVNIR2 データに幾何補正と水深補正等の補正アルゴリズムを適用し、補正されたデー
タに現場データに基づく教師付きデータを元に分類手法（最適分類手法）を適用し分類分けを行い、珊瑚
― 70 ― ― 71 ―
礁の分布を推定した。教師データはインドネシア珊瑚礁に関係する NGO と実際の現場データを入手して、
地理情報システム（CIS）を用いて現場マップを作成した。
　その結果、サヌールエリアの現場データは AVNIR ２データから見積もられた結果は 141,056 ヘクター
ルと積算された、またその精度は　約 87.16% であり、その多くが、裾礁と堡礁で形成されていることが
わかった。
課題番号 P2010-2
研究課題 衛星マイクロ波放射計による薄い海氷の検出と北極海薄氷域拡大の要因の研究
研究者（所属） 中山雅茂（北翔大学生涯学習システム学部）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　One of the problems the sea ice concentration algorithm using passive microwave radiometer 
is under estimate of sea ice concentration in thin sea ice zone. The typical sea ice concentration 
algorithm is NASA Team Standard algorithm and Bootstrap algorithm  However, it is often pointed 
out that both results are different especially in thin sea ice zone. The NASA Team Standard algorithm 
is estimated lower than the Bootstrap algorithm in thin sea ice area. Therefore, NASA Team Thin 
Ice algorithm has been proposed. It is improved NASA Standard algorithm. However, this thin ice 
algorithm applies only in seasonal ice zone.
　Therefore, this study developed new algorithm based on inverse estimation method. This new 
algorithm classified the three sea ice types, and estimated each concentration.  As a result, the 
accuracy of the concentration in the thin ice area has improved.
（概要）
　衛星搭載マイクロ波放射計による海氷密接度推定アルゴリズムの課題の一つは、薄氷域で海氷密接度
を過小評価することであり、代表的な海氷密接度推定アルゴリズムに NASA Team Standard algorithm と
Bootstrap algorithm がある。しかし、両者の推定結果は一致せず、特に薄氷域で一致しないことが指摘
されている。NASA Team Standard algorithm は Bootstrap algorithm に比べ薄氷域での過小評価が大き
くなる。そのため、NASA Team Standard algorithm を改良した NASA Team Thin Ice algorithm が提案
されている。しかし、このアルゴリズムは季節海氷域でしか利用できない。
　そこで本研究では、逆推定手法による新しいアルゴリズムを開発した。この新しいアルゴリズムでは、
３つの成長段階の海氷を分類しそれぞれの密接度を推定する。これにより、薄氷域における過小評価の問
題が改善された。
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課題番号 P2010-2
研究課題 SAR データを用いた海氷物理量推定の高精度化に関する研究
研究者（所属） 若林裕之（日本大学工学部）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　The Sea of Okhotsk is the sea where sea ice is generated in the southernmost region of the north 
hemisphere. The objective of this research is mainly in estimating sea ice concentration from Phased-
Array L-band SAR （PALSAR） polarimetric data. We propose a new sea ice detection method based 
on the scattering entropy calculated from PALAR polarimetric data. We extracted land, open water 
and sea ice area from PALSAR data and then estimated the sea ice concentration. We also veriﬁed 
accuracy of our estimated concentration by comparing it with those from Advanced Microwave 
Scanning Radiometer for the Earth Observing System （AMSR-E）. The difference between them 
was found especially in AMSR-E low concentration area, where very thin sea ice was observed from 
backscatter image and scattering entropy images. We compared sea ice area estimated by using 
MODerate resolution Imaging Spectroradiometer （MODIS） and from PALSAR data. As the results, 
we concluded that the accuracy of PALSAR sea ice concentration is high enough even in thin sea ice 
area.
（概要）
　オホーツク海は北半球において海氷が発生する最南端に位置する海域である。本研究は、PALSAR 多
偏波データを使用してオホーツク海の海氷検出精度を高めることを目的としている。オホーツク海外洋に
おいて取得した 2008 年～ 2010 年の PALSAR 多偏波データを使用して、海氷検出を高精度かつ高分解
能に行う手法を提案する。海氷検出手法としては、PALSAR データから算出される散乱エントロピにし
きい値を設定することによって実施している。提案手法の精度評価として、マイクロ波放射計（AMSR-E）
の海氷密接度データとの比較を行った結果、両者の海氷密接度の約 60% が一致しており、PALSAR デー
タから算出した海氷密接度は AMSR-E よりも高めに推定する傾向があることがわかった。後方散乱係
数および散乱エントロピの解析から、いわゆる薄氷域において誤差が大きいことがわかった。さらに、
MODIS データから検出した海氷領域と PALSAR 海氷検出結果を比較すると、約 94% の領域で一致する
ことがわかり、PALSAR データから検出された海氷領域の妥当性を証明できた。
課題番号 P2010-2
研究課題 インドネシアにおける海洋・降雨時間変動の実態把握と要因解析
研究者（所属） 田中佐（山口大学大学院理工学研究科）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　We investigated the characteristics of the Indonesian seas based on satellite remote sensing 
observations. We gathered the data of sea surface temperature （SST）, wind speed （WS）, wind 
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direction （WD）, chlorophyll （CH）, and sea surface height anomaly （SSHA） for the 10-year period 
from 1998-2007, and analyzed them to obtain statistical properties and monthly average. The 
statistical results indicate that negative correlation between SST and WS with a one-month phase 
difference of inter-anual variation. In 1998, the effect of La-Niña may appear in SSHA data.
（概要）
　インドネシア周辺における海洋の特徴を、人工衛星による観測データを用いて調査した。まず、1998
年から 2007 年までの、インドネシア周辺海域での海表面温度（SST）、海上風速（WS）、海上風向（WD）、
クロロフィル濃度（CH）、及び海表面高度偏差（SSHA）の衛星観測データを収集した。次に、それらか
ら平均値や偏差、年内変動、各パラメータ間の相関といった統計的特徴を解析した。その結果、全般的に
SST と WS の間には負相関が認められた。また、SST と WS の年内変動には１ヶ月の位相差が存在した。
1998 年の SSHA データにおいては、La-nina イヴェントの影響が示唆された。
課題番号 P2010-2
研究課題 DMSP/OLS で観測された夜間光データを用いたエネルギー消費の推定に関する
研究－ DMSP/OLS の夜間モードセンサの特性と空間分解能について－
研究者（所属） 原　政直（㈱ビジョンテック）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　The technique for presuming CO2emission caused by human activities at a global scale has been 
developed by using the nighttime imagery observed by DMSP/OLS. In these developments, the 
problem of the saturating to strong lights from the ground （ex. from large urban areas） caused by the 
narrow dynamic range of the DMSP/OLS's sensor has been solved by using the presumption models. 
However, the veriﬁcation to the estimation obtained by these presumption models was not done. 
　In this study, it was tried to evaluate the accuracy of the output of the presumption model by using 
a nighttime imagery observed by different sensors and different dynamic ranges. The images were 
used that were observed by ALOS, ISS and DMSP. 
（概要）
１．目的 
　人為起源の二酸化炭素（CO2）の排出量を、DMSP/OLS の夜間モードで観測された夜間光データを用い
てグローバル・スケールで推定する手法の開発を行ってきた。しかし、DMSP/OLS のセンサはダイナミッ
クレンジが狭く、強い光に対して飽和をするという問題があった。この問題に対して、これまでの研究
では、モデルによって飽和領域の値（光力）を推定するという手法によって対処しているが（*1, *2, *3, 
*4）、この推定結果の精度の検証が充分に行われていない。 
　そこで、本研究では、高分解能で夜間観測感度の異なるセンサを用いて、このモデルで推定した輝度値
の検証手法を開発することを目的とした。 
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２．使用データ 
　使用データは以下を使用し、それぞれ幾何補正を
行った上で、カバレッジを揃えるために切り出しを
行った。また、ISS の画像はカラー画像のため、HIS
変換を行い輝度画像を生成した。 
１）Defense Meteorological Satellite Program/
Operational Linescan System （DMSP/OLS） F16 
　　観測日： 2008 年２月５日 19 時 32 分（受信）、 
空間分解能：１km 
２）国際宇宙ステーション（ISS）/ デジタルカメラ
画像 
　　 観測日 2008 年２月５日 23 時８分 Frame No.ISS016 － 27578（35.5N － 140.0E）、空間分解能：
90m 
３）ALOS/PRISM 
　　観測日：2009 年 10 月 15 日、シーン：395-720、空間分解能：2.5m 
３．解析の考え方とその解析方法 
　DMSP/OLS の夜間観測モードでは、そのセンサゲインを調整し、夜間の観測を行うことによって、地
上から発せられる夜間光の画像（以下 DMSP 夜間画像という）データが得られる。しかし、センサのダ
イナミックレンジが狭いことから、ビルが集中する都市域のような強い光を発するところではそのダイナ
ミックレンジを超え、飽和してしまう。そこで、ISS（International Space Station）から夜間に観測し
たデジタルカメラ（NIKON D2Xs）の画像（以下 ISS 夜間画像という）と ALOS/PRISM で夜間に観測さ
れた画像（以下 ALOS 夜間画像という）のダイナミックレンジがそれぞれ異なることを利用して、DMSP
夜間画像で飽和をしている光力の導出を試みた。 
　ALOS 夜間画像では極めて強い光を発する建物や構造物 （以下対象物と言う）が 2.5m 分解能で認識す
ることができる ため、この夜間画像を昼間に観測された高分解能衛星画像 にオーバーレーすることに
よって、その対象物が何であるか が特定できる（以下、特定対象物という）。 
　また、ISS 夜間画像では、約 350km 上空から観測した空間 分解能 90m 相当の画像が得られるが、
ALOS 夜間画像で 特定された対象物の位置情報を、ISS 画像上にマッピング することによって ISS 夜間
画像上での位置を確定すること ができる。この様にして ALOS 夜間画像と ISS 夜間画像と を比較する
と、ALOS 夜間画像で認識された特定対象物の 光は、ISS 夜間画像では飽和している。また、ISS 夜間画
像 で認識されている対象物、または道路などの特定領域（以下 対象領域という）の位置を DMSP 夜間画
像にマッピングして、 その光力を DM SP 夜間画像上で調べると、DMSP 夜間画像 上では飽和している。
反面、DMSP 夜間画像で検知されている低光力の領域は、ISS 夜間画像では検知されていない。さらに、
ISS 夜間画像で検知されている低光力の領域や特定対象物が、ALOS 夜間画像ではまったく捕捉されてい
ない。このことから、それぞれのセンサのゲイン特性の関係は、図１に示すような関係にあると仮説を立
て、その仮説の下に、それぞれの特性線が重複する範囲における比較的リニヤリティのある範囲（図１の
A 領域と B 領域）のデータを用いて、以下の手順で回帰特性を求めた。 
図１．３センサのゲイン特性
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①　 ALOS 夜間画像で判読できる複数の特定対象物の光力とそれに対応する ISS 夜間画像から得られる光
力との回帰特性を求め、この得られた回帰系数により ISS 夜間画像と ALOS 夜間画像との合成を行
う（以下 ISS 合成画像という）。 
②　 ISS 合成画像で判読ができる複数の低光力の特定対象物、もしくは領域とそれに対応する DMSP 夜
間画像から得られる光力との回帰特性を求め、得られた回帰直線により、ISS 夜間画像と DMSP 夜
間画像との合成を行う（以下 DMSP 合成画像という）。 
③　 こうして得られた DMSP 合成画像とこれまでの研究で使用されたモデルによって補正された DMSP
夜間画像を比較検証する。 
４．解析結果と評価 
　ALOS 夜間画像、ISS 及び DMSP 夜間画像で観測したデータの変換を以上の方法により実施した結果を
示す。図２は、ISS で観測した画像から HIS 変換により輝度画像を生成したものを示し、図３は DMSP/
OLS で観測した画像の飽和域を ISS の画像にオーバーレーしたものを示す。 
　また、図４は、ALOS/PRISM で観測した夜間画像を示す。高い分解能を持った ALOS/PRISM の夜間画
像を日中に観測された高分解能衛星画像にオーバーレーすることによって、そのオブジェクトが何である
かを特定することができる。 図５は、ALOS/PRISM で観測された光を赤で表し、IKONOS の画像にマッ
ピングしたもので、東京タワーの強い光が認識できる。 同様にこの位置情報を利用して ISS で観測され
た夜間画像の東京タワーの位置を特定することができる（図６）。 
　このようにして DMSP と ISS、ISS と ALOS のそれぞれの夜間画像について、対応する特定対象物お
よび特定対象領域を複数選択し、回帰分析を行った。
　図７は、DMSP 夜間画像と ISS 夜間画像のそれぞれ対応する特定対象物、および特定対象領域の光力
の回帰分析を行った結果を示したもので、決定係数は 0.6156 であった。同様に、図８は ISS 夜間画像と
ALOS 夜間画像の回帰分析を行った結果を示し、決定系数は 0.2399 であった。いずれの場合も相関性が
高いとは言えないもののそれなりの相関は認められた。しかしながら、ISS 夜間画像と ALOS 夜間画像の
間の回帰直線は、両者を一元的に扱うための変換式として用いることができる十分な結果とはならなかっ
た。
　その原因として、ISS 夜間画像の観測画像は手持ちカメラで撮影されたもので、幾何補正を行うための
十分な情報が得られないことや用いた画像の空間分解能が大きく違うことが考えられる。
　　　 図２．ISS から観測された夜間画像　　　　　　　　図３．DMSP/OLS と ISS 画像の合成
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図 ５．ALOS/PRISM か ら 得 ら れ た 東 京 タ ワ ー の 光 を
IKONOS 画像にマッピングした画像
図７．DMSP/OLS と ISS で得られた光力の関係 図８．ISS と ALOS/PRISM で得られた光力の関係
図６．ALOS/PRISM の夜間画像を ISS の画像に
マッピングした画像
図４．ALOS/PRISM で観測した夜間の光画像
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５．まとめ
　本手法では、夜間の特定構造物や建物は一定の光力を発しているものとし、従って、センサや観測日時
が異なっても常に一定の輝度として観測されると言う前提の下に、異なるセンサ、異なるタイミング（日
時）で観測されたデータを一定のスケールで一元的に扱うことができる特徴がある。
　反面、使用する画像の空間分解能が大きく異なるデータを一元的に扱うことには問題がある。先ず、第
一点は、特定対象物の画像間で対応させるための位置精度の問題、第２点目として、空間分解能の違いに
起因するミクセルの大きさの問題が挙げられる。
　位置精度の問題に関しては、標高モデル（DEM）生成の際に使われるタイポイント抽出法などの技術
を利用することが考えられる。また、ミクセルの問題、すなわち、特定対象物自身が発光する位置を中心
ピクセルに置いた場合、その近傍のピクセルの持つ光の拡散光が重畳され、分解能の違いがこの近傍から
の光の重畳度合いに影響するという問題に関して、I・I（イメージ増倍管）やシンチレーションカメラ等
で利用されているコリメータの技術をソフトウエアで行うような手法の適用が考えられる。
　今後、このように大きく異なる空間分解能のデータを一元的に扱えるようにするための手法の開発を実
施していく。
参考文献
* １　 H. Letu, M. Hara, H. Yagi, K. Naoki, G. Tana, F. Nisio, andS. Okada, “Estimatingenergy consumption 
fromnighttimeDMSP/OLS imagery aftercorrectingforsaturation effects,”Int.J.RemoteSens., vol.31, 
pp.4443-4458, 2010.
* ２　 原政直、岡田周平、八木浩、森山隆、重原好次、杉森康宏、時系列衛星画像のノイズ除去アルゴリ
ズムの開発と評価、写真測量学会、Vol.42, No.5, pp. 48-59, 2003
* ３　 胡斯勒図、原政直、岡田周平、八木浩、神武寛典、直木和弘、西尾文彦、DMSP/OLS 夜間画像にお
ける定常光の抽出、海洋理工学会、Vol.14, No.2, pp. 21-28, 2008
* ４　 原政直、岡田周平、市塚正彦、重原好次、森山隆、杉森康宏、DMSP/OLS 夜間可視画像を用いたい
か釣り漁業のモニタリング、海洋理工学会、Vol.9, No.2, pp. 99-108, 2004
課題番号 P2010-2（一般研究）
研究課題 ALOS PALSAR による南極の InSAR マッピング
研究者（所属） 木村　宏（岐阜大学工学電気電子工学科）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　Satellite SAR interferometry is a promising tool for mapping of glacier and ice sheet displacement 
in the Antarctica. With this technology, accurate baselines are critical to precise measurements. Last 
year, it is shown that accurate baselines of PALSAR from only the orbital information are calculable 
due to GPS receivers onboard ALOS, and that automatic processing would be available from the 
evaluation of interferometric phase difference between adjacent frames and paths of 2 by 2 PALSAR 
scenes in the Yamato Mountains, Antarctica. This year, summer scenes were processed to discuss 
detection of a seasonal change of ice sheet movement. Big difference between winter and summer was 
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observed in the higher altitude area from one path. However, it is not for another adjacent path with 
12 days apart. The reason of the big difference is supposed to be aurora activities, and the seasonal 
change of the ice sheet movement would be small. 
（概要）
　SAR インターフェロメトリ（InSAR）は氷床の変動を検知する上で特に有効な技術として注目されてい
る。本技術では、正確な計測に正確な干渉基線の使用が不可欠である。前年（2009 年）度は、GPS を搭
載した ALOS 衛星 PALSAR では、軌道データのみから正確な基線を計算できること、および南極ヤマト
地域冬季の隣接する２×２シーンの処理から、隣接するフレームとパス間での干渉位相の相違の評価より、
自動化処理の可能性を得た。本年度は、同地域の夏季データに同様の処理を施し、氷床変動の季節変化検
出について検討した。１パスの高所地域において、冬季と夏季に著しい相違を観測した。夏季で観測日が
12 日異なる隣のパスでは、冬季の夏季の相違は小さかった。前記の著しい相違はオーロラ活動に起因す
ると推察され、冬季と夏季の氷床変動の相違は基本的に小さいと考えられる。
課題番号 P2010-2（研究会）
研究課題 新疆ウィグルの環境変動に関する研究
研究者（所属） 石山　隆（環境リモートセンシング研究センター）
担当教員 西尾文彦
（Abstract）
　The Xth symposium on Environmental Change in Xinjinag Uyghur, China" held in Chiba university 
sponsored by CEReS, Chiba University on 23,February, 2011. 
Program
１. Investigation of Taiga in the Altai Mountains in northwestern China.
　　　Shizuo Shindo
２. Feasibility study of improvement for some crops production in Xinjing Uyghur,China.
　　　Akihiro Isoda
３. Issues of foreign aid plan for the forest restoration in Tajikistan.
　　　Yoshitaka Kakubari
４. Distribution of salinity soils derived from satellite data in Aksu oasis, Xinjiang Uyghur.
　　　Akihiko Ito
　Shindo described about serious degrease of Taiga forest in Altai in northern Xinjiang Uyghur. The 
reason depends on deforestation as human being and, also development of the pastures for farming 
for the raising of livestock. 
　Isoda reported that excellent result of the improvement of the agricultural production by new soil 
improvement and irrigation method.
　Kakubari reported that a intractable project of foreign aid plan for the forest restoration of Japan-
Tajikistan. 
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　Ito described that the characteristics and distribution of salinity soils near Aksu in northern edge 
of Taklimakan Desert derived from satellite data. Also, reported the land degradation process based 
on saline accumulation in the oases marginal Taklimakan Desert.
（概要）
　2011 年２月 23 日に「第 10 回中国新疆ウイグルの環境変動に関するシンポジウム」を千葉大学にお
いて開催した。各講演の概要は以下の通りである。
　新藤はアルタイ山地のタイガの森林の減少について、人間による森林伐採と牧場の開発が原因と述べた。
　礒田は北疆の石河市において日中共同で土壌改良、灌漑法の改良で、米作、大豆等の農業生産の画期的
な収穫があったと報告した。
　角張はタジキスタンの森林修復に関する日本の援助プロジェクトについて、その難しさと成果について
報告した。
　伊東は MODIS、ASTER の衛星画像から解析したアクス周辺の塩類集積地の土壌の特性、塩類の分布域
の抽出について講演した。また塩類集積による土地の荒廃の過程について述べた。
　なお、論文集を発行し、関係者に配布した。（まとめ　石山　隆）
（プログラム）
１. アルタイ山脈のタイガについて
 新藤静夫（千葉大学名誉教授）
２. 新疆での作物生産向上の試み
 礒田昭弘（千葉大学名園芸学部）
３. タジキスタンの森林修復
 角張嘉孝（静岡大学農学部）
４. 衛星から観測したアクス周辺の塩類集積分布
 伊東明彦（千葉大学環境リモートセンシング研究センター）
５. 総合討論
課題番号 P2010-2
研究課題 静止衛星からの UV-Vis-IR 観測による対流圏オゾンリトリーバル手法の研究
研究者（所属） 北　和之（茨城大学理学部）
担当教員 斎藤尚子
（Abstract）
　Accompanying with recent development of industry and economy in Asian countries, emissions 
of air pollutants have been increasing signi_cantly. Long-range, transboundary transport of these 
pollutants probably a_ects the atmospheric environment and the regional climate in this region. In 
Japan, surface ozone concentration has been gradually increasing and photochemical smog sometimes 
occurs not only in urban regions but also in remote areas, and one of the causes of this ozone increase 
is considered to be transboundary transport of polluted air masses in East Asia. 
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　Geostationary （GEO） satellite observation of air pollutants, such as ozone, over Asia is expected 
to contribute to understanding the photochemical and transport processes as well as the spatial and 
temporal variation of their emissions in this region. However, because a GEO satellite measures solar 
spectra scattered in the midlatitudes along a very slant path, most of UV light is scattered above 
the lower troposphere including the planetary boundary layer. Thus, the retrieval of ozone from UV 
（Huggins bands） scattered spectra is less sensitive to ozone near the surface in this region. On the 
contrary, the visible （Chappuis bands） light scattered near the surface can be measured from the 
GEO satellite. Therefore it is possible to retrieve ozone in the lower troposphere from simultaneously 
measured UV and visible spectra. Simulations of this retrieval were conducted to estimate the 
precision, and have shown that the ozone concentration below an altitude of 3 km can be estimated 
with the precision better than 50 percent when ozone mixing ratio is about 100ppbv. 
　In order to conﬁrm the simulation results, measurements of solar scattering light spectra from the 
boundary layer were conducted from the top of Mt. Tsukuba （36N, 820 m asl.）.  Preliminary analyses 
of this simulating measurement of UV and visible spectra show that the slant column amounted 
ozone estimated from the measured UV spectra was consistent from the simulation results, but 
that estimated from the visible spectra was systematically larger than the simulation. The retrieval 
technique for the visible spectra should be improved.
（概要）
目的
　対流圏オゾンは、化石燃料の燃焼などで放出される窒素酸化物等のオゾン前駆気体から光化学反応で
生成する。日本では、各種規制によりオゾン前駆気体の放出量・大気中濃度ともに減少傾向にあるが、
1980 年代後半より対流圏オゾン濃度は逆に増加傾向にある。その原因として、アジア大陸などからの越
境汚染の影響などが挙げられているが、正確にはまだよくわかっていない。
　地表オゾン（オキシダント）濃度については、日本では全国常時監視局でのモニタリングネットワーク
で測定されているが、境界層～下部自由対流圏を輸送されてくるものに関してはその量を地上での直接測
定のみで評価することは困難である。地上からの紫外分光リモートセンシング観測では従来成層圏成分
と対流圏成分の分離が難しかったが、対流圏カラム量を分離して推定する手法として近年 MAX-DOAS 法
が開発・発展し、二酸化窒素などいくつかの成分についてはよい精度での観測が可能になってきており、
徐々に観測がネットワーク化しつつある。しかし、成層圏成分が圧倒的に多いオゾンについては、MAX-
DOAS 法によっても、よい精度で対流圏成分を分離して測定することが難しい状況である。
　紫外分光リモートセンシング観測により地表付近のオゾン量を推定することが難しい一因は、紫外光で
は地表付近の散乱が強いことがあげられる。オゾンは可視域にもChappuis帯の吸収があり、可視光のリモー
トセンシングでもカラム量の定量が可能である。そこで、山頂から、斜め下方を可視紫外で同時分光観測
を行うことで、両者での散乱の差から下部対流圏オゾン量を分離して推定することが原理上可能である。
　本研究は、重要であるがこれまで難しかった下部対流圏オゾンカラム量を地上での分光観測ネットワー
クで測定することを目標に、山頂から可視紫外で同時分光観測を実施し、この手法で下部対流圏オゾン量
を分離して推定することができるか検証するためのものである。この手法において、エアロゾルによる光
散乱は大きな影響を及ぼす。分光観測からエアロゾル散乱の寄与の推定も可能であるが、その精度は直接
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測定などと比較し検証することもそのために重要である。
手法
　この手法では、山頂から斜め下方からの太陽散乱光を分光測定する。紫外・可視それぞれの観測スペク
トルから独立に傾斜カラム密度（SCDUV、SCDVIS）が得られる。大気層を下部対流圏とそれ以上の二層に
分割し、SCD を下層・上層それぞれの SCD の和と考える。下層・上層 SCD は、それぞれの領域のオゾ
ン濃度平均値（[O3]L, [O3]U）と、各高度層の平均光路長および正規化されたオゾン高度分布をかけて求ま
る係数の積との一次結合で表すことができる。可視と紫外では各高度層、特に下部対流圏での平均光路長
が異なるため、上記の係数は可視と紫外で異なる。従って、SCDVis と SCDUV について得られる連立方程式
を解くことで下部対流圏オゾン量を導出できる。
試験観測
　対流圏オゾンライダーによりオゾンおよびエアロゾルの高度分布データが得られるつくばにおいて、
2010 年９月～ 10 月に試験観測を実施した。可視・紫外同時分光観測は、筑波山山頂付近の標高 820m
の地点から、つくば市街方向にむけて、下方仰角－２度からの太陽散乱光を測定した。紫外域は Ocean 
OpticsMAYA200pro 分光器により波長 300-400nm を分解能 0.5nm で、可視域は B&Wtek 132E 分光計
で 400-640nm を分光能 0.5nm で測定した。つくば（気象研究所）では、多雨粒件オゾンライダーおよび
MAX-DOAS 観測のほか、オゾン・二酸化窒素混合比、エアロゾル消散係数、エアロゾル散乱係数、エア
ロゾル吸収係数、エアロゾル個数密度の直接測定を行った。これらにより、分光観測のほかに、比較検証
に必要なオゾン濃度の高度分布、地表でのエアロゾル光学特性および散乱の高度分布が得られた。
初期結果
　図１は、筑波山頂から９月１日に観測された紫外および可視散乱光スペクトルと、それに対するオゾン、
二酸化窒素他のフィッティング結果の一例を示す。残差は比較的小さくよくフィッティングができている
ことがわかる。この DOAS フィッティングより、この日については SCDUV ＝ 0.95 ± 0.07 × 1016（cm―２）
および SCDVIS ＝ 8.9 ± 0.7 × 1016（cm―２）という値が得られた。エアロゾルについていくつかの典型的な
値を仮定して、行ったシミュレーションにオゾン高度分布測定データを組み合わせて推定した値は、それ
ぞれ SCDUV ＝ 0.84 ～ 0.96 × 1016（cm―２）および SCDVIS ＝ 2.51 ～ 2.52 × 1016（cm―２）となった。い
ずれも紫外より可視で大きく、この差から下部対流圏オゾン量が推定できることが示されたが、紫外につ
いては観測値とシミュレーションがほぼ一致しているものの、可視については大きく異なる結果となった。
今後他のデータについても解析を進め、波長域を拡大するとともに地表アルベドおよびエアロゾルの影響
をより精度良く推定することで、可視についても一致させることができれば、この手法による地表付近の
オゾン量の推定が可能になると考えている。
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2.2.3.　第３プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2010-3
研究課題 GIS とリモートセンシングを利用した関東地方における景観変遷の空間解析
研究者（所属） 原慶太朗（東京情報大学）
担当教員 近藤昭彦
（Abstract）
　Using ALOS/AVNIR-2, this study was conducted to extract bamboo groves in northwestern Chiba 
Prefecture, Japan （1） utilizing training area separated from area of accuracy check for extracting 
to avoid overfitting （2） arranging that these areas contain broadleaved forest （3） distinguishing 
Mousouchiku from Madake which are species of bamboo. The training area was decided with images 
of Google Earth. The bamboo groves were extracted with some accuracy （Kappa coefficient: 0.32, 
sensitivity: 0.33%, specificity: 0.95%）. Mousouchiku were extracted with some accuracy （Kappa 
coefficient: 0.18, sensitivity: 0.21%, specificity: 0.96%） and Madake were extracted with some 
accuracy （Kappa coefficient: 0.25, sensitivity: 0.27%, specificity: 0.98%）. Evergreen broadleaved 
forest was difﬁcult to be distinguished from bamboo.
（概要）
　竹林（以下ではモウソウチクとマダケを指す）は、タケノコや竹材生産を主な目的として日本各地で広
く植栽されてきた。しかし、需要の低下で国内の生産は減少し竹林の管理放棄が進み、今日ではタケ類は
旺盛な繁殖力で自然に分布域を広げつつあり、結果的に景観面、農業面、安全面、生態系の面において問
題を引き起こしている。こういった状況を受けて生物多様性国家戦略でも里山の自然の再生を重要課題と
しており、竹林の効率的な管理手法を構築することが急務となっている。効率的な管理や有効利用のため
には竹林の分布を広範囲で詳細に把握する必要があり、リモートセンシングを用いた竹林の抽出例は存在
するが、精度検証地とトレーニングエリアの位置関係が不明確である場合が多く、たとえ精度検証地で竹
林の高い抽出精度が得られたとしても、同じ方法で広範囲の竹林を抽出しようとした場合に精度検証地以
外の場所では著しく竹林の抽出精度が低下することが懸念される。また、日本の竹林を抽出した既存研究
の多くは、西日本のモウソウチクを抽出しているケースが多く、常緑広葉樹と竹林、マダケとモウソウチ
クを区別して抽出した例は少ない（マダケ、モウソウチクは罹患率に違いがあるため、拡大速度しいては
社会に与える影響に差が出る可能性がある）。そこで、本研究では竹林を抽出する際に （1）教師付き分類
に用いるトレーニングエリアを精度検証地から離れた場所に設置し （2）トレーニングエリア、精度検証
地ともに常緑広葉樹が存在するようにし （3）マダケとモウソウチクを区別して抽出と精度検証をおこなっ
た。
　研究対象地は千葉県北西部の四街道市を中心とした東西10km×南北15kmの範囲とした。まず、DEM（国
土地理院 基盤数値情報の 10m メッシュ DEM）、GCP（国土地理院 数値情報基盤 1/2500 の道路データか
ら作成）、RPC（Rational Polynomial Coefficients）を用いて ALOS/AVNIR-2（地上分解能 10m、レベル
1B2）のデータからオルソ画像を作成した。使用した AVNIR-2 データは、2008 年 10 月 16 日、2009 年
２月 17 日、３月 15 日、４月 13 日、５月 20 日、８月 29 日、９月 20 日の７シーンである。次に、竹
林の抽出のための教師付分類に用いるトレーニングエリアを設定するにあたり、Google Earth の２時期
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（2008 年 11 月 30 日、2009 年 10 月 15 日）の画像と現地調査結果を用いた。そして、前述のオルソ画
像とトレーニングエリアから、決定木（不純度の算出に Gini 係数とシャノンの entropy を使用）を作成し、
この決定木を用いた教師付分類によってマダケやモウソウチクを含む 12 種類の土地被覆の分布図を作成
した。最後に、空中写真と IKONOS の画像（いずれも 2008 年１月撮影）そして現地調査から作成した
精度検証地の植生図と前述の土地被覆図から error matrix（正誤判定表）を作成し、竹林の抽出精度を検
証した。
　マダケとモウソウチクが混在した竹林を一つの土地被覆の凡例とした場合、竹林の抽出精度は kappa 係
数が 0.32 で、感度が 0.33%、特異度が 0.95% となった。一方、マダケとモウソウチクをそれぞれ異なる
竹林として土地被覆の凡例とした時の抽出精度の kappa 係数はそれぞれ 0.25、0.18 となった。実際に精
度検証用の植生図と竹林の抽出結果を比較すると、密集した竹林が広範囲に存在する地域は、竹林の抽出
精度が十分であったため、県レベルの広域なスケールでも Google Earth の画像からトレーニングデータ
を設定して竹林を抽出する方法が有効であると考えられる。モウソウチクは特有の明るい黄緑色を呈し、
赤バンドの反射率が他の植生と比べて高いためにマダケとの判別が容易だが、本研究ではモウソウチクの
抽出精度は Kappa 係数においてマダケよりも低くなった。この原因として、今回の調査対象地ではモウ
ソウチクの分布面積がマダケと比べて狭く、点在していたためにミクセルの影響を受けやすくなったこと
が考えられる。さらに、error matrix を見るとマダケの 28 ％とモウソウチクの 22％が常緑広葉樹に分類
されていた。目視で確認するとマダケと常緑広葉樹は類似した色をしており、両者ともほとんど明確な落
葉期が存在しないため、多時期の衛星画像を用いても区別が困難であると考えられる。
課題番号 P2010-3
研究課題 山梨県における空間情報を利用した農業地域モニターの試み
研究者（所属） 尾籐章雄（山梨大学教育人間科学部）
担当教員 近藤昭彦
（Abstract）
　The purpose of this study is to construct Real-Time Mapping System of the moving persons and 
cars etc. at the mountain areas or the deep valleys that are blind of the portable phone systems. 
Mapping system called APRS（Automatic Packet Reporting System） are prepared at the computer 
set at the node base, and received positioning information（Longitude and latitude） of the moving 
bodies by 430MHz band radio wave. This system can indicate the pinpoint location of the moving 
bodies simultaneously. This system is used for the safety watching and the urgent rescue operation at 
the areas far from any human dwelling. Case study took place at the Nishizawa Valley in the north-
eastern part of Yamanashi prefecture.
（概要）
　本研究では、行動者の位置情報をリアルタイムで把握できる APRS（Automatic Packet Reporting 
System）を利用して、山間地の行動者の軌跡を地図上に表示するシステムの構築により、インターネッ
ト上から山間地を移動する行動者などを見守り、緩やかに監視できるシステムの構築に成功した。
　事例地域として実験を行った山梨県北東部に位置する西沢渓谷は、携帯電話もほとんどつながらない深
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い谷が連続する景勝地である。ここを移動する者の位置（緯度経度情報）を音声パケットに変換して 430
ＭＨｚ帯のアマチュアバンド周波数で送信し、谷の入り口に設置した簡易基地局において受信、さらにこ
れを増幅して甲府盆地中央部に設置されたノード局に再送信・デコードすることにより、インターネット
の Google Map 上にほぼ１分以内に軌跡として表示することが出来た。さらに、空中写真や地図画像など
と重ね合わせて、移動者の周囲の谷底の地形条件などを詳細に確認することも出来た。
　移動者の実際の位置と Google map 上の表示位置との誤差は、最大 81 ｍと比較的大きかったが、これ
は谷底では開空率が小さく、上空の GPS 衛星の補足数が少なかったためと思われる。平成 22 年９月に
は日本版 GPS 衛星「みちびき」の打ち上げが成功し、23 年１月からはこのみちびきを使った実証実験も
開始されたので、今後は財団法人 衛星測位利用推進センター（SPAC）などの実験グループに参画しなが
ら、位置情報取得の精度向上に向けた検証を行っていく予定である。
課題番号 P2010-3
研究課題 リモートセンシングデータを活用したミツバチの生息・生育空間の分析
研究者（所属） 岡田信行（オルト都市環境研究所）
担当教員 近藤昭彦
（Abstract）
　Honeybees can gather honey which is two kilometers far from their hive. It is thought that the 
honeybees are inﬂuenced by the vegetation of their habitats. Two kilometers in radius is the area that 
residents can recognize it. If the relevance of honey and vegetation is conﬁrmed, residents can realize 
the fact that environment they live has impact to habitats of honeybee through honey. And that can 
motivate the effort for the environment. 
　To analyze the relevance between honey and vegetation, it is necessary to understand the quality 
and quantity of honey and vegetation of habitat. In this research remote sensing data is used to 
analyze the environment of honeybees’ habitat, and to understand the relevance between honey and 
urban environment.
　For the area that beekeeping project had done, Shin-Yokohama and SFH and Kitanaka Bric, 
vegetation distribution is understood by extracting area that has NDVI over 0.1.
　Greens in cities are different from the one in the urban area for the small vegetation area such as 
roadside tree, outside appearance of facility, garden of residences. So, it is important to use the data 
which has high level resolution. In this research, data of ALOS (AVNIR-2), which can control the 
NDVI by resolutions for ten meters, is used to understand the habitat.
　The attribute of vegetation from remote sensing data is understood by comparing it from the 
sixth and seventh survey on the Natural Environment preservation carried out by the Ministry of 
Environment. 
　To grasp the distribution of the Greenery in cities, it can be understood by vegetation map, but the 
chronological order of activation cannot be understood.
　Honeybees gather honey from the area of high activated and blooming area.
　In this research, to understand the change in vegetation by investigating area, NDVI is more than 
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0.1 using remote sensing data (ALOS and ASTER) from different time and places.
　The result of analysis shows that high activated area in vegetation is changing by seasons.
（概要）
　ミツバチは巣箱から２km の圏域からハチミツを採取してくる。このハチミツは生息・生育圏域の植生
に影響を受けると考えられる。半径２km は、そこに暮らす住民が認識できる圏域であり、ハチミツと植
生との関連性が確認できれば、住民はハチミツを通じて自らが暮らす環境がミツバチの生息・生育空間に
影響を与えていることを実感することができ、環境に対する取組の動機づけを得ると考えられる。
　この関連性を分析するためには、ハチミツの量と質と同時に、圏域内の植生について把握する必要があ
る。本研究は、ハチミツと都市環境との関連性を知るため、リモートセンシングデータを活用して、ミツ
バチが生息・生育する環境について分析した。　
　養蜂プロジェクトを実施した新横浜、SFH、北仲ブリックの３箇所の周辺２km 圏内の植生分布について、
NDVI 値が 0.1 以上の区域を抽出することによって把握した。
　市街地内の緑は、郊外部と異なり、街路樹や施設の外構、個人邸の庭など小規模な植生域が多数存在し
ていることが特徴である。このため、その把握にあたっては、可能なかぎり高い解像度のデータを活用す
ることが重要である。本検討においては、10m の解像度で NDVI を把握できる ALOS（AVNIR-2）のデー
タ（2009 年９月 20 日）を活用して、植生域を把握した。
　また、リモートセンシングデータを活用して把握した植生の属性については、環境省が実施した自然環
境保全基礎調査（第 6，7 回）を合わせることによって把握した。
　都市における緑被の分布については、植生図や緑被分布を用いて把握することも可能であるが、その活
性度の時系列変化については知ることはできない。
　ミツバチは植生域のなかでも、活性度が高く開花している区域からハチミツを集めてくる。
　本検討では、撮影時点の異なる複数のリモートセンシングデータ（ALOS, ASTER）より NDVI 値が 0.1
以上の地域を抽出し、植生域の変化の把握を試みた。
　この結果、植生域の中でも活性度が高い区域は時期によって変化していることが確認できた。
課題番号 P2010-3
研究課題 衛星リモートセンシングを用いた自然災害（Geohazard）の監視と予測
研究者（所属） 服部克巳（千葉大学大学院理学研究科）
担当教員 近藤昭彦
（Abstract）
　The project has two subjects, （1） Investigation of earthquake-related Ionospheric disturbances 
with using GPS-TEC and （2） Development of Ionsopheric Electron Density Tomography. As for 
Ionospheric disturbances, we investigate some case studies and statistical studies over 10 years 
for large earthquakes （M>6） over the middle geomagnetic latitudes such as Japan, New Zealand, 
and Haiti areas. The results show that signiﬁcant increase some days before the earthquakes with 
M6 class has been confirmed. The results are different from those in equatorial regions. As for 
Ionospheric tomographic study, we developed the algorithm using the neural network and performed 
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simulation and actual application studies. The results show the good performance except lower 
altitude of less than 200 km. We validated the reconstructed electron densities using simulated data 
and satellite data observed by DEMETER and FORMOSAT3. We need some adequate restrictions for 
electron density proﬁles for lower altitudes using Ionosondes and so on. Additional investigation will 
be required to solve this problem.
（概要）
　本年度は GPS-TEC による地震に関連する電離層擾乱に関する研究を中心に行った。日本などの中磁気
緯度地域の統計的解析および電離圏電子密度トモグラフィーの開発を行った。中磁気緯度の統計解析では
日本の長岡、ニュージーランド、ハイチ等付近の 10 年間にわたる統計解析を行った。M ６以上の地震で
は数日前に有意に電離層電子密度が増加することを確認した。また、ニューラルネットワークを利用した
GPS データからのトモグラフィーアルゴリズムを開発し、シミュレーションや実データ等へ適用した結
果、200km 以下の低高度の電離圏電子密度推定が誤差が大きいもののそれ以上の高度ではほぼトモグラ
フィーによる推定値と理論値や仏国 DEMETER 衛星や台湾の FORMOSAT3 衛星で観測された電子密度と
同じであることがわかった。今後の詳細な検討が必要である。
課題番号 P2010-3
研究課題 黄砂現象の長期変動に関する衛星気候学的研究
研究者（所属） 山川修治（日本大学文理学部地球システム科学科）
担当教員 近藤昭彦・常松展充
（概要）
　1997 ～ 2010 年について東アジア領域（20 ～ 50°N、80 ～ 150°E）における黄砂を赤外差分画像を
用いて解析し、輸送経路の特徴をまとめた。130 ～ 140°E に主眼を置いた気圧配置と黄砂経路との関係
についての解析から次の３系統に分類することができた。①北日本北方に発達低気圧が移動し、西日本方
面に移動性高気圧が張り出し、南高北低ぎみの気圧配置となる場合、黄砂は WSW から ENE へ輸送される。
②北日本を低気圧が発達しながら通過し、日本南方へ寒冷前線が伸びる場合は、WNW から ESE へ輸送さ
れる。③北日本またはその付近を低気圧が通過し、後続の前線が日本列島に沿う東西走向となる場合には、
トラフがあまり深まらず、700hPa付近の東西流型偏西風の影響が強まり、WからEへの経路が明瞭となる。
課題番号 P2010-3（一般研究）
研究課題 低緯度地域における都市ヒートアイランド現象に関する解明研究－インドネシ
ア・ジャカルタ特別市を事例研究として－
研究者（所属） 白　迎玖（東北公益文科大学公益学部）
担当教員 近藤昭彦
（Abstract）
　This study has two main purposes; the ﬁrst is to clarify urban warming in Jakarta City based on 
the climatological data, and the second is to characterize the urban heat island （UHI） mechanism 
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in a tropical basin using the available relevant climatological data and satellite image data collected 
from Jakarta City and neighboring areas （3 Counties）.　This paper is the ﬁrst report.
　Jakarta City （Propinsi Daerah Khusus Ibukota Jakarta, 6°08′S, 106°45′E） has urbanized rapidly 
since 1980’s. At present, the area of Jakarta City has increased to 664 km2 and the population has 
reached 9.58 million people （2010）. The effects of urbanization on local weather and climate change 
resulted in a remarkable increase in mean and minimum temperatures. However, urbanization 
resulted in little change in maximum temperature in Jakarta City. The increase in minimum 
temperature in summer is signiﬁcantly large.
　Figure 1 shows that the annual mean temperature in Jakarta City increased between 1865 
and 2005; the warming rate is statistically 1.4°C/100 years. The rate of increase in annual mean 
temperature in is lower than that in Taipei （1.6°C/100 years, 25°05′N, 121°33′E）, a mega-city 
with a population of 2.62 million （2008） and Bangkok （13°45′N, 100°30′E）, a mega-city with a 
population of 9.10 million （2010）.
（概要）
　本研究の目的は、第一に、熱帯に属するジャカルタ特別市（東経 106°45’ 南緯６°08’）で自動簡易観
測網を構築し、長期間にわたって地上観測を行い、得られた観測記録をデータベース化すると同時に、都
市気温の上昇を把握することである。第二に、高精度の衛星画像による地表面温度の推定、および地上気
象観測データに基づいて、ジャカルタ特別市における UHI の実態を解明する。本稿はその第１報である。
　インドネシアの首都のジャカルタは 14 世紀ころのチリウン河川口の小集落に端を発するといわれる。
現在のジャカルタ大都市圏は、ジャカルタ特別市（面積：約 664km2）とボゴール、タンゲラン、ブカシ
の周辺３県、計114のクチャマタンで構成されている。大都市圏は20世紀の後半になって急激に発展し（図
１）、人口は 1980 年の約 1,189 万人から 1990 年には 1,710 万人へと急増し、近年でも年平均４％程度
の人口増加を示している（2009 年統計資料：2,060 万人）。その主な要因は農村部からに人口流入である。
図１　ジャカルタ特別市の土地利用の変遷　（５万分の１地形図から土地利用メッシュマップ作成）
　　　データ提供：RIHN Project ２- ４  「都市の地下環境に残る人間活動の影響」報告書（2010）
　また、図２に示すように、バンコク、台北と同様、ジャカルタ特別市の都市気温が上昇していることは
確認され、都市気温は約 1.4℃ /100 年（1865-2005 年）の上昇がみられた。しかし、他のアジアの巨大
1930 1960 2000
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都市と違い、80 年代以降、都市気温の上昇がみられなかった。また、ジャカルタ特別市と台北、東京の気温、
降雨量の季節別変化には異なる特徴が現れている（図３）。
　しかし、今回研究対象とする特別市における気候資料が十分にそろっていなかったため（2005 年以降
の観測資料をまだ非公開にとっている）、都市ヒートアイランドの発生について確認できていない。現在、
独自の地上観測は継続しており、今後、季節別でジャカルタ特別市の高温域の分布を解明し、都市構造と
乾季における都市ヒートアイランドの発生との関係を分析したいと考えている。
課題番号 P2010-3
研究課題 針葉樹の花粉飛散量と NDVI との関係
研究者（所属） 小津慎吾（㈱ウェザーニューズ）
担当教員 本郷千春
（Abstract）
　Weathernews （WNI） is working on “Pollen Project” with “supporters” （WNI subscriber） to relieve 
their hey fever symptoms. In this project, we are trying to measure the amount of pollen particles 
using our originally developed pollen observation robot “Pollen Robo” in 700 places around Japan, 
and sharing the data in real time. Moreover, we have succeeded in predicting the amount of pollen 
particles by computer simulation that uses grid computing technology. As for seasonal forecasting, 
we make prediction based on weather conditions such as sunshine duration observed the previous 
summer, and the amount of male cedar ﬂower from the previous fall and winter.
　In this study, in order to assess the effectiveness of remote sensing data for predicting amount of 
scattered pollen of conifer, the analysis of the amount of scattered pollen grains from 2005 to 2010 
and cumulative NDVI of the each previous year which is derived from MODIS/Terra+Aqua NDVI 16-
day L4 Global 1km ISIN Grid data was carried out.
　There is positive correlation between the cumulative NDVI from June to August and the amount 
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図２　 バンコク、台北およびジャカルタの都市気温の
変遷（1865-2009 年） 
図３　 雨季（１月～４月）におかける降雨量の
変化（1993-2003 年の平均値）　
　　　 （Katulampa Station の観測データに基
き、筆者ら加工・作成）
資料出典：バンコク：Thai Meteorological Department
　　　　　台北： Central Weather Bureau Ministry of Transportation and Communications
　　　　　ジャカルタ：Badan Meteorologi Geofisika （BMG）, Indonesia
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of scattered pollen grains around Saitama prefecture （R2=0.96）. On the other hand, there are not 
any correlation between meteorological factors which were observed by AMEDAS and the amount of 
scattered pollen grains. The results suggested that the NDVI is the effectiveness factor to increase 
the prediction accuracy of the amount of scattered pollen grains.
（概要）
　ウェザーニューズでは会員とともに花粉症に挑む「花粉プロジェクト」に取り組んでいる。少しでも楽
に花粉シーズンを乗り越えることをテーマに、全国 700 箇所に花粉観測ロボット「ポールンロボ」を設
置し、全国の花粉飛散の状況をリアルタイムに共有することにより花粉対策につなげている。また、花粉
短期予測では、より細かな地点に精度の良い情報を生成するため、グリッドコンピューティングを用いた
花粉シミュレーションによる花粉飛散予測に取り組んでいる。シーズン予測では、前年夏期の日照時間を
中心とした気象条件に加えて、実際に花粉飛散前にスギの雄花を調査する「全国雄花調査」により飛散ポ
テンシャルを計測している。
　花粉症による社会的損失は非常に大きく、飛散シーズン前に飛散総量を知ることで適切な対策を講じる
ことができ、損失を少しでも軽減できると考えられる。そのためにシーズン前の飛散量の予測は非常に重
要であるが、現行の花粉予測手法では主に日照時間や気温といった気象データが用いられている。しかし
気象データは観測点の情報であり、針葉樹林域と離れていることがあること、針葉樹林域全体の情報はあ
らわしていないこと、植物の生理学的特性を加味していない等の理由から、予測値に誤差が生じる可能性
がある。そこで、植物の活性度や量と関係のある NDVI など植生の状態を面的に捉えられる衛星画像情報
の使用が花粉予測精度の向上につながるのではないと考えた。本研究では 2004 年～ 2010 年に観測され
た花粉飛散量と、前年夏期の気象データ、および衛星画像情報との関係性を調べ、衛星画像情報の花粉飛
散予測に対する有効性を示すことを目的とした。
　最初に、2000 年 12 月 26 日、2001 年３月 16 日、2001 年９月 24 日、2001 年 12 月 20 日、2002
年３月 10 日、2002 年 10 月４日に撮影された Landsat/ETM+ 画像を用いて教師付き分類を行い、針葉樹
林域を抽出した。次に、2003 年～ 2009 年の MODIS の NDVI データから針葉樹林域に対応する値を抽出
して 2004 年～ 2010 年の花粉飛散量と比較したところ、両者には正の相関関係が見られた。特に６～８
月の NDVI と花粉飛散量の間には、埼玉地区では r = 0.96（0.1％水準で有意）、東京地区では r = 0.87（５％
水準で有意）、埼玉・東京地区では r = 0.91（１％水準で有意）の相関関係が成立した。一方 2003 年～
2009 年の気象データと翌年の花粉飛散量を比較したところ、埼玉・東京地区の合計日照時間については、
６～７月は r = 0.76（５％水準で有意）、７～８月では r = 0.84（５％水準で有意）、６～８月では r = 0.83
（５％水準で有意）の相関関係が得られたが、日平均気温、降水量では有意な関係は無かった。また、東
京地区においてはいずれの気象データとも有意な関係は見られなかった。これらの結果は、気象データを
主として用いる現行の予測手法に夏期の衛星画像情報を併せて解析することが予測精度向上に有効である
ことを示唆していた。
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課題番号 P2010-3
研究課題 衛星リモートセンシングを利用した畑地土壌炭素蓄積量の推定
研究者（所属） 丹羽勝久（㈱ズコーシャ）
担当教員 本郷千春
（Abstract）
　We estimated soil carbon stocks （SCSs） in an upland area of Tokachi District, Hokkaido, Japan 
by satellite remote sensing and soil survey. The soil parent materials were alluvial deposits, volcanic 
ash plus alluvial deposits, and volcanic ash. Surface soil carbon concentrations （SSCCs） were 
negatively correlated with satellite image data （green, red, and near-infrared reﬂectance） for each 
parent material. The highest correlations between reﬂectance and measured SSCCs were obtained 
from red wavelength reflectance for alluvial deposits （r = –0.82, p < 0.01） and volcanic ash plus 
alluvial deposits （r = –0.91, p < 0.01） and from near-infrared reﬂectance for volcanic ash （r = –0.90, 
p < 0.01）. We generated an SSCC map of the study area using the regression equations and satellite 
reﬂectance data. The measured SSCCs were also highly correlated with measured SCSs in the 0–30 
cm depth interval for each parent material and in the 30–95 cm depth interval for volcanic ash. We 
were therefore able to generate a map of estimated SCSs from the SSCC map and the regression 
equations developed between SSCCs and SCSs. Validation survey data showed that the estimated 
and measured SCSs in both depth intervals were highly linearly correlated and the root-mean-square 
errors indicated that the estimation method was relatively accurate （19.5 Mg C ha–1 at 0–30 cm and 
28.6 Mg C ha–1 30–95 cm）. Mapped SCSs for the 0–30 cm depth interval in areas of alluvial deposits, 
volcanic ash plus alluvial deposits, and volcanic ash were mostly 50–150, 100–200, and 50–250 Mg C 
ha–1, respectively, whereas for the 30–95 cm depth interval in the volcanic ash area they were mostly 
less than 250 Mg C ha–1.
（概要）
　母材が河成堆積物、火山灰 / 河成堆積物、火山灰の区域を対象として、土壌調査と衛星リモートセンシ
ングから、土壌炭素蓄積量の推定を試みた。土壌調査の結果、各母材とも表層の土壌炭素含量と深さ０～
30cm の土壌炭素蓄積量の間には高い正の直線相関関係が見られた（河成堆積物：R2=0.94、火山灰 / 河
成堆積物：R2=0.86、火山灰：R2=0.97）。火山灰のプロットでは、表層の土壌炭素含量と深さ 30 ～ 95cm
の土壌炭素蓄積量の間に高い指数相関（R2=0.89）が得られた。また、赤域の衛星画像データと表層の土
壌炭素含量の間には各母材でそれぞれ決定係数が 0.60 以上の負の累乗相関が見られ、その回帰式に基づ
いて表層の土壌炭素含量マップを作成することが可能であった。以上の結果から、表層の土壌炭素含量マッ
プ、表層の土壌炭素含量と土壌炭素蓄積量の相関関係を組み合わすことで土壌炭素蓄積量マップ（深さ０～
30cm：各母材のエリア、深さ 30 ～ 95cm：火山灰のエリア）を作成した。作成したマップの精度を検証
地点の実測値と比較すると、推定値と実測値は、深さ０～ 30cm、30 ～ 95cm とも概ね１：１の線上にプロッ
トされ、RMSE はそれぞれ 22.9、28.2MgC ha－1 であった。
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課題番号 P2010-3
研究課題 チタルム流域における農業用水渇水リスクの評価
研究者（所属） 吉田貢士（茨城大学）
担当教員 本郷千春
（Abstract）
1. Introduction
　In Indonesia, national population became twice from 1961 to 2000, and it’s still increasing in the 
rate of 0.7%/year.Therefore, food production also should be increased to achieve the national self-
sufﬁciency. In recent years, however, intensive agricultural system caused environmental problems 
such as deforestation, haphazard land use, water pollution of fertilizer and pesticides. Especially, in 
JAWA Island, problems became severe, because 60% of populations were living in JAWA and economic 
activities including agriculture one were also very brisk.  
　Citarum river basin was one of the polluted river in west JAWA caused by wastewater from 
Bandung city where is the capital city of west JAWA province or drainage water from Cianjur area 
where is the most famous rice production area in Indonesia. Citarmu river is very important river 
for Jakarta metropolis where is the capital city of Indonesia having 10 million people. Because, 
80% of domestic water in Jakarta was withdrawn from Citarum river at the point of Jatiluhur 
dam. Therefore, to assess the water quality of Citarm river, it is important to estimate that from 
where nutrients come or which area contribute to dilute the wastewater and from such information, 
adequate management policy（water treatment program, fertilizer control） should be decided.
図　深さ 0 ～ 30cm、30 ～ 95cm の土壌炭素蓄積量マップ。土壌炭素蓄積量は小数点を四捨五入
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　In this study, as the ﬁrst step, distribution of water resources in the basin was focused, because 
every nutrient was transported with water movement. For this purpose, rainfall-runoff model was 
developed and applied to analyze the water balance of the entire basin. It is necessary to understand 
the dynamic of nutrient loads from agricultural area and urban area.
2. Study area
　Citarum river is the largest river in West Java, having a length of 350km and catchment area of 
6000km3. Annual mean precipitation vary from 1800mm/year to 2800mm/year. In this basin, 70% 
of annual precipitation fall in the rainy season from January to April. Bandung city is located at 
upstream and there are 3 large dams （Saguling dam at upstream, Cirata dam at middle, Jatiluhur 
dam at downstream）. Cianjur-Cisokan river is a tributary of Citarum river and flow into Cirata 
reservoir. This basin include many tea plantation and paddy ﬁeld, and too much fertilizer was input 
in such area.. So, T-N of agricultural drainage in this basin was measured as up to 3.71mg/L in July 
2010. In addition, river discharge and water quality data have not been observed. Therefore, it is 
difﬁcult to estimate the distribution of pollutant loads in quantitatively.
3. Available data
3.1 Hydrological data
　In this study, river discharge data （at Nanjung station）, rainfall data （at Malabar station and 
meteorological data （at Dandung station） were used for analysis. These data were observed in daily 
from 1995 to 2003.
3.2 Spatial geographic data
　In this study, 1km x 1km resolution digital elevation map, land use and soil property data were 
used.
4. Basin water balance
　Before the application of distributed rainfall-runoff model, annual water balance was calculated at 
the Najung staion.
Water balance equation was follows:
　　P-ET-Q= ΔS
Where P: rainfall（mm）, ET: Evapotranspiration （mm）, Q: discharge （mm）, ΔS: Water storage
　Potential evapotranspiration was calculated by FAO Penman-Monteith equation in daily Eq.2. 
Under the assumption that water storage ΔS can be set zero in case of annual analysis, actual 
evapotranspiration can be estimated from
Eq1.
5. Raifall-runoff model
　For the rainfall-runoff analysis, TOPMODEL which was one of the distributed type model, was 
employed in this study. Distributed model can be include spatial distribution of meteorological 
phenomenon, hydrology and land use. Therefore, it is widely used for hydrological characteristics 
analysis, water management, water quality analysis and future forecast.
　TOPMODEL is consist of three soil layers; root zone, unsaturated zone and saturated zone. Water 
content （WC） of root zone and unsaturated zone are calculated by distributed parameters. And WC of 
― 92 ― ― 93 ―
saturated zone is normally calculated by lamped parameters. However, in this study, WC of saturated 
zone also be calculated by distributed parameters. TOPMODEL needs only 3parameters, so this 
model is easy to link with GIS data
2.2.4.　第 4 プロジェクト共同利用研究の詳細
課題番号 P2010-4
研究課題 黄砂の発生に対する気候変動の影響
研究者（所属） 甲斐憲次（名古屋大学大学院環境学研究科）
担当教員 常松展充
（概要）
１）2009 年３月にタクラマカン砂漠で実施したスペースライダー CALIPSO と地上設置ライダーの同期
観測の解析を進めた。波長 532nm と 1064nm のカラー比から得られる粒径情報（粒子の大小）と偏光解
消度による粒形情報（球形・非球形）を組み合わせることにより、境界層内の黄砂・自由対流圏のエア
ロゾル・雲（巻雲）の３つに分類できた。この粒子判別法を 2009 年３月の事例に適用し、ダスト層直上
の自由対流圏（高度５- ６km 付近）に雲と黄砂が混在している領域があることを発見した。このことは、
タクラマカン砂漠起源の黄砂が氷晶核として働く可能性を示唆した。
２）典型的にダストストーム現象（2004 年夏季など）の解析を進めた。領域気象モデル WRF - Chem で
再現された PM10 濃度とライダーの後方散乱比を比較した。全般的に WRF-Chem によるダストイベント
の再現性は高く、特にダスト層の形成期の再現性は高かった。ダスト層内の後方散乱比と PM10 濃度の
相関係数は、0.8 であった。
３）黄砂の発生と気候変動との関係を分析した。全球気候モデルによる将来気候予測データを、黄砂現象
をシミュレートすることができる領域気象モデルにダウンスケーリング）することにより、黄砂発生量の
将来変化を予測した。また、将来予測に先だって、過去に発生した顕著な黄砂イベントを再現シミュレー
ションし、黄砂シミュレーションに対する WRF-Chem モデルの精度評価を行った。
　以上の研究により、黄砂のメカニズムと気候影響への理解が深まった。
課題番号 P2010-4
研究課題 衛星観測データと WRF モデルを用いた局地気象・局地気候に関する研究
研究者（所属） 日下博幸（筑波大学計算科学研究センター）
担当教員 常松展充
（Abstract）
　We investigate the spatial distribution of fogs in the Hyakuri air base and the Aizu basin, 
using satellite data （MTSAT）, live camera, and surface observation data. Additionally, numerical 
simulations of the fog events are conducted by the Weather Research and Forecasting （WRF） model.
 　From analyzing the live camera observation, two fog types are observed; fogs only seen at the 
vicinity of Hyakuri and fogs that ﬂow in from the Paciﬁc. The fogs seen at the vicinity of Hyakuri are 
covered by a high-pressure system with weak wind speeds of about 0-2m/s observed. As the amount 
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of cooling grows at nighttime, the corresponding radiation fog is observed. The fog types that ﬂow in 
from the sea are observed when east wind velocity of 3m/s or more. these fogs occur as the south coast 
low-pressure passes. The characteristics inﬂow of sea mist was conﬁrmed by both the case analysis 
and the live camera observation.
 　On November 20 2010, a fog event occurred in the Aizu basin and numerical simulation was 
performed by WRF. However, the WRF was not able to capture this event and overestimated the 
observed surface air temperature by 6℃ . Therefore, it is necessary to further improve the numerical 
modeling of fogs.
（概要）
　衛星データ（MTSAT）、ライブカメラデータの解析、地上観測から、百里基地および会津盆地における
霧の出現域を把握した。さらには、領域気象モデル WRF を用いていくつかの事例の再現計算を実施した。
結果は、以下の通りである。
　ライブカメラデータと衛星データを用いて百里基地で発生する霧の出現パターンを分類した結果、百里
基地のごく周辺のみで霧が発生するパターンと、太平洋から内陸に進入するパターンの２パターンが多い
ことが分かった。前者のパターンは、発生時に関東平野は高気圧に覆われて弱風で、夜間の冷却量が大き
いことから、放射霧である可能性が高い。一方、後者のパターンでは、3.7 μ m 差分画像で海から霧が
入り込んでいる様子が確認できること、発生時に東風となっていることなどから、海上で発生した海霧が
内陸まで進入してきたタイプと考えられる。
　2010 年 11 月 20 日に会津盆地に発生した霧に対して、WRF モデルを用いた再現計算を試みた。現地
観測の結果と比較した結果、WRF は地上気温を６℃程度過大評価しており、盆地霧を再現することがで
きなかった。今後、数値モデルの改良が必要である。
